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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS C 61280 規格群（光ファイバ通信サブシステム試験方法）は，次に示す部で構成する。 

JIS C 61280-1-3 第 1-3 部：中心波長及びスペクトル幅測定 

JIS C 61280-1-4 第 1-4 部：一般通信サブシステム－光源エンサークルドフラックス測定 

JIS C 61280-2-1 第 2-1 部：受信感度及びオーバロード測定 

JIS C 61280-2-2 第 2-2 部：光アイパターン，光波形及び消光比測定 

JIS C 61280-2-3 第 2-3 部：ジッタ及びワンダ測定 

JIS C 61280-2-8 Q 値測定を用いた低ビット誤り率の決定法 

JIS C 61280-2-9 高密度波長分割多重システムの光信号対雑音比測定 

JIS C 61280-2-10 第 2-10 部：レーザ送信器の時間分解チャープ及びアルファファクタ測定 

JIS C 61280-2-11 光信号品質評価のための強度ヒストグラム評価を用いた平均化 Q 値測定 

JIS C 61280-2-12 第 2-12 部：伝送信号品質評価のためのソフトウェアトリガリング技術を用いた

アイパターン及び Q 値測定 

JIS C 61280-4-4 第 4-4 部：ケーブル設備及びリンク－既設リンクの偏波モード分散測定 

 

 





 
 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 C 61280-4-2：0000 
 (IEC 61280-4-2：2014) 

光ファイバ通信サブシステム試験方法－第 4-2 部：

敷設済みケーブル設備－シングルモード減衰量及び

光反射減衰量測定 
Fiber-optic communication subsystem test procedures –  

Part 4-2: Installed cable plant –  
Single-mode attenuation and optical return loss measurement 

 
序文 

この規格は，2014 年に第 2 版として発行された IEC 61280-4-2 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

シングルモードケーブル設備をテストするためのこの IEC 61280-4-2 第 2 版は，マルチモードケーブル

設備を扱う IEC 61280-4-1 第 2 版に続くものである。 

商業施設向けの ISO/IEC 11801，工業施設向けの ISO/IEC 24702，データセンター向けの ISO/IEC 24764，
住宅ケーブル向けの ISO/IEC 15018 などのケーブル設計基準は，この種のケーブルの仕様を含んでいる。

これらの規格は，商業施設及びデータセンターについては 2 km まで，工業施設については 10 km までの

ケーブル配線長に適用する。これらの設計基準に対応する ISO/IEC 14763-3 は，この規格の試験方法を参

照している。 

ITU−T からの様々な勧告は，短距離（40 km），長距離（80 km）及び超長距離（160 km）を含む長距離の

用途に対して要求事項をもつ。これらのケーブル設備の試験は，ITU-T 勧告 G.650.3 に記載されており，こ

の勧告は，この規格の試験方法を参照している。 

1 適用範囲 

この規格は，シングルモードファイバを使用する敷設済み光ファイバケーブル設備の減衰量及び光反射

減衰量の測定について規定している。このケーブル設備は，シングルモード光ファイバ，コネクタ，アダ

プタ，スプライス，及び他の受動部品を含めることが可能である。ケーブル配線は，家庭用，商業用，産

業用，及びデータセンターの構内，並びに外部の設備環境を含む様々な環境に設置してもよい。 

この規格は，IEC 60793-2-50 によってクラス B ファイバとして指定したものを含む全てのシングルモー

ドファイバタイプに適用してもよい。 

この規格の原則は，WDM，CWDM 及び DWDM 装置のような受動波長選択コンポーネントが配備され

る状況において，分岐装置（スプリッタ）を含むケーブル設備に，特定の波長範囲で適用してもよい。 
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この規格は，ファイバ増幅器又は動的チャネル等化器などの能動デバイスを含むケーブル設備に適用す

ることを意図していない。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 61280-4-2:2014，Fibre-optic communication subsystem test procedures – Part 4-2: Installed cable 

plant – Single-mode attenuation and optical return loss measurement（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 6185-2:2014 オプティカルタイムドメインリフレクトメータ（OTDR）－第 2 部：校正方法－シ

ングルモード光ファイバ用 OTDR 

注記 対応国際規格における引用規格： IEC 61746-1:2009, Calibration of optical time-domain 
reflectometers (OTDR) - Part 1: OTDR for single mode fibres 

JIS C 6186 光ファイバ用光パワーメータ校正方法 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61315, Calibration of fibre-optic power meters 

JIS C 61300-3-6 光ファイバ接続デバイス及び光受動部品－基本試験及び測定手順－第 3－6 部：反射

減衰量測定 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61300-3-6, Fibre optic interconnecting devices and passive 
components - Basic test and measurement procedures - Part 3-6: Examinations and measurements - 
Return loss 

IEC 60793-2-50，Optical fibres - Part 2-50: Product specifications - Sectional specification for class B single-
mode fibres 

注記 この国際規格に対応する JIS C 6835（石英系シングルモード光ファイバ素線）とは技術的差

異があるため，国際規格を引用した。 

IEC 60825-2，Safety of laser products - Part 2: Safety of optical fibre communication systems (OFCS) 

注記 この国際規格に対応する JIS C 6803（レーザ製品の安全―光ファイバ通信システムの安全）

とは技術的差異があるため，国際規格を引用した。 

IEC 60874-14-2，Connectors for optical fibres and cables - Part 14-2: Detail specification for fibre optic 
connector type SC/PC tuned terminated to single-mode fibre type B1 

IEC 61300-3-35，Fibre optic interconnecting devices and passive components - Basic test and measurement 
procedures - Part 3-35: Examinations and measurements - Visual inspection of fibre optic connectors and 
fibre-stub transceivers 

IEC TR 62627-01，Fibre optic interconnecting devices and passive components - Part 01: Fibre optic connector 
cleaning methods 

3 用語，定義，図記号及び略語 
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この規格で用いる主な用語，定義，図記号及び略語は，次による。 

3.1 用語及び定義 

3.1.1  
アダプタ（adapter） 

一つ又は二つのプラグが位置合わせされ挿入されるコネクタの雌部分 
［出典: IEC TR 61931:1998,2.6.4］。 

3.1.2  
減衰量（attenuation） 

被試験ケーブル配線を通して伝送される光出力の減衰の程度 

注釈 1 減衰量（L）は，次式で与えられる，被試験ケーブル配線の入力パワー（Pin）と出力パワー（Pout）

との比率として決定される。 
L = 10 × log10(Pin/Pout) 

また，減衰量は，L = −10 × log10(Pout/Pin)として表してもよい。両方の式は数学的に等価であり，正のデ

シベル値になる。 

注釈 2 損失と減衰量とは同等である。 

3.1.3  
双方向測定（bidirectional measurement） 

ファイバの両端に光を入射することによってなされる，同じ光ファイバの二つの測定 

3.1.4  
構成（configuration） 

終端，接続，スプライスなどの部品又は素子の形状又は配置 

3.1.5  
コネクタ（connector） 

光ファイバ又はケーブルの頻繁な光学的相互接続/切断を提供するために，光ファイバケーブル又は試

験装置の一部に通常取り付けられるコンポーネント 
［出典: IEC TR 61931:1998,2.6.1］。 

3.1.6  
光源パワーメータ，LSPM（light source power meter） 

設置済みケーブル設備の減衰量を測定するために使用される，光源（LS），光パワーメータ（PM），及

び関連する試験コードからなる試験系 

3.1.7  
光反射減衰量，ORL（optical return loss） 

被試験ケーブル配線の入力パワー（Pin）と，被試験ケーブル配線によって反射される後方パワー（Pr）

との比率 

注釈 1 光反射減衰量は正の数で，デシベルで表す。 
ORL = 10 × log10(Pin/Pr) 

3.1.8  
オプティカルタイムドメインリフレクトメータ，OTDR（optical time domain reflectometer） 
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敷設済みケーブル設備及びそのケーブル設備内の特定の要素の減衰量と光反射減衰量とを特徴づけて測

定するために使用される，附属の試験コードを含む試験系 

3.1.9  
プラグ（plug） 

自由コネクタであり，コネクタの雄部分 
［出典: IEC TR 61931:1998,2.6.2］。 

3.1.10  
基準グレード終端（reference grade termination） 

厳しい公差のシングルモード光ファイバを終端する，公差を厳しくしたコネクタプラグで，当該アセン

ブリ 2 個をかん（嵌）合することによって形成される接続の期待損失が 0.2 dB 以下となるようにしたも

の 

注釈 1 この性能を保証するために必要とされるアダプタは，試験構成によって必要とされる場合，基

準グレード終端の一部であるとみなしてもよい。 

注釈 2 この定義は，PC 端面フェルールコネクタに対する IEC 61755-2-4，及び斜め PC 端面フェルー

ルコネクタに対する IEC 61755-2-5 に定義されている基準グレード 2 の接続と一致している。

これらの規格を，更なる情報のために参照してもよい。 

3.1.11  
基準測定法，RTM（reference test method） 

論争の解決に用いる試験方式 

3.1.12  
反射率（reflectance） 

ケーブル配線における個別のコンポーネントに対して，コンポーネントによって反射される後方パワー

（Pr）のコンポーネントへの入力パワー（Pin）に対する比 

注釈 1 反射率は負の数で，デシベルで表す。 
反射率 = 10 × log10(Pr/Pin) 

注釈 2 また，これは（例えば，IEC 61300-3-6 によって）個々のコンポーネントの反射減衰量と呼ばれ，

正の数であり，RL = −10 × log10(Pr/Pin)と表す。 

3.1.13  
光反射減衰量測定器，RLTS（return loss test set） 

敷設済みケーブル配線設備の光反射減衰量を測定するために使用される，光源（LS），内蔵パワーメー

タ（PM），方向性結合器及び追加外付けパワーメータ，並びに附属の試験コードからなる試験系 

3.1.14  
ソケット型コネクタ，固定コネクタ，ソケット（socket-style connector） 

位置合わせ機構を含むアダプタが，接続の一方の側でコネクタプラグと一体化され，永久的に取り付け

られているコネクタ 

注釈 1 例としては，SG (IEC 61754−19）及び多くの過酷な環境コネクタが挙げられる。 

3.1.15  
試験コード（test cord） 
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光源又は検出器をケーブル配線に接続する，又は被試験ケーブル配線に適したインタフェースを提供す

るために使用される，終端された光ファイバコード 

注釈 1 試験コードには 5 種類ある。 

－ 入射側コード 光源をケーブル配線に接続するために使用する。 

－ 受信コード ケーブル配線をパワーメータ（LSPM だけ）に接続するのに使用する。 

－ 出射側コード OTDR を近端で使用するとき，ケーブル配線の遠端に取り付ける。これは，遠端連

結部を含むケーブル配線全体の減衰量及び光反射減衰量を評価する手段を提供する。 

－ アダプタコード 必要な試験構成のソケット又は他の互換性のないコネクタ間の変換に使用する。 

－ 置換コード 基準測定内で使用される試験コードで，被試験ケーブル配線の損失の測定中に交換さ

れる。 

3.2 図記号 

図 1 に示すように，様々な接続オプションに対して，次の図記号が IEC 61930 から採用されている。 

 

 

a) ソケット及びプラグのアセンブリ  
b) - コネクタセット  

（プラグ，アダプタ及びプラグ）  

  

c) 光源  d) パワーメータ  

記号説明 

a ソケット 
b プラグ  
c プラグアダプタアセンブリ  
d プラグアダプタアセンブリに挿入されたプラグ  
LS 光源  
PM パワーメータ 

注記 1 図 1b 及びこの規格の他の箇所では，ケーブル配線にアダプタがあらかじめ取り付けられていて，試験コ

ードにアダプタがない場合，又はその逆の場合の方向性を示すために，プラグは異なるサイズで表示され

ている。図 1b においては，左側のプラグにはアダプタがあらかじめ取り付けられている。 

注記 2 基準グレード終端は，灰色で影を付けて示している。 

a 

b 

LS P1 PM 

c 

d 
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図 1－コネクタの図記号 

 
 

図 2－被試験ケーブル配線の図記号 

附属書 A～附属書 D の測定構成を示す図では，被試験ケーブル配線を図 2 に示すようにループで示して

いる。単なるファイバのループとして示しているが，終端コネクタに加えてスプライス及びコネクタを追

加してもよい。このケーブル配線の減衰量を測定する目的に対しては，終端コネクタに関連する損失は，

ケーブル配線自身とは別個に考慮されることに注意する。 

注記 1 図 2 において，ケーブル配線はあらかじめ取り付けられたアダプタとともに示され，それらの

中に入るプラグは，基準グレード試験コードプラグに関連付けられる。 

3.3 略語 

この規格は，次の略語を使用している。 

APC  斜め PC（Physical Contact）端面（コネクタ型の説明） 

BBS  広帯域光源 

CW  連続光 

CWDM  低密度波長分割多重 

DWDM 高密度波長分割多重 

FTTH  ファイバトゥザホーム 

LS  光源 

LSA  最小二乗近似値 

LSPM  光源パワーメータ 

OCWR  連続光反射率計 

ORL  光反射減衰量 

OSA  光スペクトラムアナライザ 
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OTDR  オプティカルタイムドメインリフレクトメータ 

PC  PC 端面（斜め研磨でないコネクタ型の説明） 

PM  パワーメータ 

PON  受動光ネットワーク 

ROADM 再構成可能な光挿入分岐多重装置 

RLTS  光反射減衰量測定器 

RTM  基準測定法 

WDM  波長分割多重 

4 測定法 

4.1 一般事項 

四つの減衰量測定方法が指定されている。四つの測定方法は，ケーブル設備と結合させるために試験コ

ードを使用し，次のように指定される。 

－ 1 コード法 

－ 3 コード法 

－ 2 コード法 

－ OTDR 法 

最初の三つの方法は，減衰量を決定するため，光源及びパワーメータ（PM）を使用して，被試験ケーブ

ル配線の入出力パワーレベルを測定する。これらの方法間の主な機能上の差異は，基準パワーレベルとし

て知られる入力パワーレベルの測定方法であり，したがって被試験ケーブルへの接続に関連する損失を含

めるか又は除外するか，及びこれらの接続に関連する不確かさが存在する。入力パワーレベルを測定する

プロセスは，一般に“基準パワーレベルをとる”と称される。 

試験方法の記載における“基準”という用語の使用は，試験の状態ではなく，入力パワーを測定するプ

ロセスを指す。 

1 コード法は，被試験ケーブル配線の両端の接続に関連する減衰量を含む結果を生成する。3 コード法

は，被試験ケーブル配線の両端の接続の減衰量を除外した結果を生成する。2 コード法は，通常，被試験

ケーブル配線の接続の一つに関連する減衰量を含む結果を生成する。 

注記 伝送システムに対して指定される最大許容ケーブル配線減衰量（例えば，光パワーバジェット又

はチャネル挿入損）は，通常，伝送装置への接続を含まない。したがって，被試験ケーブル配線

が伝送装置に直接接続する場合は，3 コード法を使用することが適切である。 

OTDR 法は，ケーブル配線に短い光パルスを入射し，ファイバに沿った伝搬遅延時間又は長さの関数と

して後方散乱パワーを測定する。これはまた，個々のケーブル配線のコンポーネントの減衰量を決定して

もよい。別個の基準測定を行う必要はない。入射側コード及び出射側コードの要求事項は，附属書 D に定

義している。 
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この規格はまた，敷設済みケーブル配線の光反射減衰量（ORL）を測定するために使用できる 2 種類の

試験方法を定義している。 

－ OTDR による方法 

－ 光反射減衰量測定器（RLTS）を用いた連続光（CW）試験法 

OTDR 法は，ケーブル配線全体の光反射減衰量を測定してもよいし，また，別個のコンポーネントの反

射率又はケーブル配線の特定部分の光反射減衰量の測定を提供してもよい。測定は，被試験ケーブル配線

の片端から 1 ステップで行ってもよい。この方法は D.5 に詳細に記載している。 

附属書 E に規定しているように，連続光試験法は，最初の測定ステップとして，被試験ケーブル配線へ

の順方向パワーを直接的に測定し，次いで，これを，方向性結合器を通って戻ってきた後に測定された反

射パワーと比較する。方向性結合器による減衰量を定量化し，測定装置内の内部反射を相殺するためには，

追加の基準測定又は校正測定が必要である。 

代替の連続光試験法は附属書 F に規定している。順方向パワーレベルは，間接測定と，附属書 E に記載

された方法と同様の方法で測定された反射パワーとから計算する。この方法を実施するために既知の反射

終端の別の基準測定が必要である。 

特定の方法における不確かさは，それぞれの附属書に文書化されている。これらの不確かさの概要を 4.2
に示す。 

全ての方法に共通する試験装置，試験手順及び計算の全般的な要求事項は，この規格の本体に規定され

ている。それぞれの手法に特有の要求事項は，附属書 A～附属書 F に規定されており，本体には，コネク

タ端面の清掃及び検査のような関連試験手順も含まれている。 

4.2 ケーブル配線構成及び適用可能な試験方法 

4.2.1 減衰量測定のためのケーブル配線構成及び適用可能な試験方法 

この規格は，敷設済みケーブル配線が，表 1 に示す三つの形態のうちの一つをとることを前提としてい

る。ケーブル配線がアダプタで終端される場合，試験コードはプラグで終端しなければならない。その逆

も同様である。 

表 1－ケーブル配線構成 

構成 説明 
A ケーブル配線の両端に取り付けられた，プラグ又はソケットに取り付けられたアダプタ 
B 両端プラグ 
C ケーブル配線の一端がアダプタで終端され，他端がプラグで終端される，混合型 

ケーブル配線を測定するために使用される試験法における差異は，ケーブル配線構成に依存する。例え

ば，一般的なケーブル配線構成は，ケーブル配線の両端（例えば，パッチパネル内）にアダプタ又はソケ

ットを配置し，機器コードを使用して電子機器への接続を待機する構成である。これは構成 A に相当し，

この場合，図 3 に示すように，ケーブル配線の両端コネクタに関連する損失を含めるために，1 コード法

が使用される。 
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図 3－構成 A－基準測定法で測定された損失の始点及び終点 

注記 1 図 3 は，試験コード TC1 及び TC2 が取り付けられた構成 A におけるケーブル配線の例であり，

基準測定法（RTM）が使用されるときの測定された損失の始点及び終点を示す（附属書 A に規

定される 1 コード法）。 

別の例は，機器コードがケーブル配線の両端に設置され，電子機器への接続を待ち受けているケーブル

配線構成である。これは構成 B に相当し，この場合，エンドプラグ接続の損失を排除するために 3 コード

法を用いる。 

 

図 4－構成 B－基準測定法で測定された損失の始点及び終点 

注記 2 図 4 は，試験コードを取り付けた構成 B におけるケーブル配線の例であり，基準測定法が使用

されるときの測定された損失の始点及び終点を示す（附属書 B に規定される 3 コード法）。 

 
 

 

 

 

 

図 5－構成 C－基準測定法で測定された損失の始点及び終点 

注記 3 図 5 は，試験コードを取り付けた構成 C におけるケーブル配線の例を示し，基準測定法が使用

されるときの測定された損失の始点及び終点を示す（附属書 C に規定される 2 コード法)。 

構成 A，構成 B，又は構成 C は，表 2 に記載されているように適用することが望ましい試験方法を定義

TC1 TC2 

測定された損失

の始点 
測定された損失

の終点 

測定された損失

の始点 

TC1 TC2 

測定された損失

の終点 

TC1 TC2 

測定された損失

の始点 
測定された損失

の終点 
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している。基準測定法は最高の測定確度を提供する。代替測定法は，特殊な状況又は他の規格によって必

要とされることがあるが，基準測定法と比較して測定確度が低下することがある。別段の合意がない限り，

5.2.3，5.3 及び 5.4 に記載される試験コードの基準グレードの終端を使用しなければならない。 

表 2－試験方法及び構成 

構成  基準測定法  代替方法  

A 附属書 A 附属書 B*，附属書 D 

B 附属書 B 附属書 D 

C 附属書 C 附属書 B，附属書 D 

* MTRJ，SG 又は他の過酷環境コネクタのように，ピン型／非ピン型，又はプ

ラグ型／ソケット型のコネクタが使用され，パワーメータが入射側コードの

非ピン型，又はプラグ型コネクタを受け付けない状況に対しては，図 C.3 に

示される方法を使用してもよい。  
* 被試験ケーブル配線内に設置された個別コンポーネントに関する情報が必要

となる場合は，附属書 D がこの情報を提供する唯一の方法である。  

注記 これらの構成，RTM，及び附属書は，通常遭遇する様々な構成の頻度に従って

順序付けられている。 

4.2.2 光反射減衰量測定のためのケーブル配線構成及び適用可能な試験方法 

4.2.1 に記載したケーブル配線構成のいずれも，附属書 D，附属書 E，及び附属書 F で定義した三つの

ORL 試験方法のいずれかを用いて測定可能である。 

D.5 に記載したような OTDR ORL 試験法は，別個の基準測定を行う必要がなく，測定エラーによる影響

が最も少ない。適切な入射側コードと出射側コードとを用いてケーブル配線を試験すると，図 D.5 に示す

ように ORL 測定の始点及び終点を定義するのは容易である。 

附属書 E に記載した連続光 ORL 試験法は，基準測定が正しく実行され，不要な反射が抑圧されるなら

ば，最も正確な ORL 結果をもたらす可能性が高い。特に，短い（＜10 km）長さのケーブルが，遠端の PC
コネクタで試験される場合，注意が必要がある。このコネクタを開放のままにしておくと，このガラス／

空気界面からの望ましくない反射が全 ORL を支配することになる。したがって，図 E.1 の一端に PC 接

続，他端に APC 接続を備えた出射側コードを使用して，測定系の遠端のコネクタ対からの代表的な反射率

からの寄与を提供しながら，ガラス／空気の反射を抑圧する。 

附属書 F に記載された CW ORL 測定の代替構成は，被試験系に入る順方向パワーの直接測定はできず，

既知の反射率終端で基準測定が必要とされる。 

4.3 不確かさの概要 

4.3.1 一般事項 

不確かさは，ファイバの種類，ケーブル配線の終端，及び使用される測定法によって影響を受ける。よ

り詳細な考察については附属書 G を参照。 

4.3.2 試験コード 

不確かさの主な原因は，試験装置への終端ケーブル配線の接続に関係している。試験コード接続に関連

する減衰量及び反射率は，ケーブル配線が他のコード又は伝送装置に接続されるときの減衰量及び反射率

とは異なる場合がある。試験コードに基準グレードの終端を使用することで，この不確かさが低減し，測
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定の再現性が改善するが，許容可能な減衰量の割り当ては，表 G.1 に列挙されるように変更される。 

4.3.3 他のインタフェースからの反射 

光反射減衰量測定を行う場合，特に連続光試験法の場合，他のインタフェースからの反射が測定不確か

さの重要な要因となり得る。不要な反射が抑圧されるように，被試験ケーブルを構成することが重要であ

る。例えば，短い長さのケーブル配線を試験する場合，試験コードは，試験コードの遠端にある斜め研磨

コネクタを使用して，被試験ケーブル配線の遠端に接続されることが望ましい。また，光反射減衰量測定

器へのコネクタインタフェースが斜め研磨コネクタであることが一般的である。 

OTDR による反射減衰量試験法では，適切に長い入射側コード及び出射側コードを使用して，不要な反

射の影響を排除可能である。 

4.3.4 光源 

次の不確かさの要因が減衰量測定に関連する。 

－ 光源波長 − 光源波長とケーブル配線システムの送信器波長との間でファイバ減衰量変動が発生する。 

－ スペクトル幅 − スペクトル幅が広いと，光源波長とケーブル配線システムの送信器波長との間でフ

ァイバ減衰量変動が発生し，スペクトル幅が狭いと，コヒーレント干渉効果が発生する場合がある。 

4.3.5 出力パワー基準 

LSPM を使用する方法の場合，主な不確かさの原因の一つは，機械的公差による光源と入射側コードと

の結合効率の変動である。この不確かさを最小限に抑えるために，接続がコネクタの応力又は切断によっ

て妨げられるたびに，基準パワー読取りがなされることが望ましい。 

LSPM 法については，被試験ケーブル又はケーブル設備に接続される入射側コードの出力を決定するた

めに基準測定を行わなければならない。この測定は，結合のたびに若干異なる可能性があるため，入射側

コードが光源に取り付けられるたびに行うことが望ましい。 

4.3.6 受信パワー基準 

パワーメータが，全ての入射光を捕捉するのに十分な大きさの検出器をもつ場合，受信コードのパワー

メータへの結合損失は最小であり，無視できる。他の状況（ピグテイル検出器の使用を含む。）では，導入

された不確かさを全体の測定不確かさに含めなければならない。 

4.3.7 モードフィールド径変動 

試験インタフェースがモードフィールド径に著しく差があるファイバをもつ場合，測定確度に影響を及

ぼす追加的な減衰が発生する可能性がある。シングルモード光インタフェース規格，例えば，直角研磨端

面については IEC 61755−2−1，8 度斜め研磨端面については IEC 61755−2−2，において，モードフィール

ド径不整合によって生じる減衰量の詳細を示す。 

4.3.8 双方向測定 

減衰量を測定する LSPM 法では，それぞれの端からの試験結果は非常に類似しているはずである。両端

からの結果を比較して，互いにある許容差（例えば 0.5 dB）内にあることを確認することは，測定結果が

有効であり，測定エラーによる追加の不確かさが存在しないことを確認するための良い方法である。 
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5 試験装置 

5.1 一般事項 

特定の方法に特有の試験装置の要求事項は，附属書 A～附属書 D に記載されている。LSPM 法の試験装

置に共通する要求事項の幾つかは，この箇条に含まれている。 

5.2 光源 

5.2.1 安定性 

光源の性能は，入射側コードの出力において定義される。これは，適切な放射源，通常はレーザ，から

の出力を入射側コードに伝達することによって達成される。光源は，測定手順全体にわたり，位置，波長

及びパワーが安定していなければならない。 

測定手順の最後に基準測定を繰り返すことによって，光源の安定性を検証することが推奨される。初期

基準値の一定の許容差（典型的には 0.5 dB 以下）内に収まることが望ましい。 

光源の安定性は，測定の不確かさに直接的に影響を及ぼす。低損失系を測定するためには，要求される

測定の確実性を達成するために，より低い数値が要求される。 

5.2.2 スペクトル特性 

減衰量測定に使用される波長は，測定系がファイバ上で動作する波長を代表していることが望ましい。

構内ケーブル配線及び他の多くの用途では，この測定は，1 310 nm 及び 1 550 nm の公称波長で行われる。 

他の波長が伝送のために使用される場合，追加の試験波長も必要になる場合がある。例えば，L バンド

（1 565 nm ~ 1 625 nm）を使用する DWDM への適用の場合，1 625 nm での試験も推奨され，FTTH のため

の受動光ネットワーク（PON）が試験されている場合，1 490 nm の試験が必要となる場合がある。 

被試験ケーブル配線が，拡張波長範囲をカバーする CWDM システムに使用される場合，ケーブル配線

は，各波長で個別に試験するか，又は，光源及びパワーメータの代わりに，適切な広帯域光源（BBS）及

び光スペクトラムアナライザ（OSA）を用いて，対象の波長範囲全体をカバーするためにスペクトル減衰

量測定を行う必要がある。詳細については附属書 J を参照。 

OTDR 試験は，少なくとも二つの波長を使用してシングルモードケーブル配線で実施することが推奨さ

れる。これによって，二つの波長におけるトレースを比較することによって，ファイバの曲げによる減衰

量を特定してもよい。曲げ損失測定の詳細については，H.4.2 を参照。通常，使用される波長は，短いルー

ト（< 40 km）では 1 310 nm 及び 1 550 nm，長いルートでは 1 550 nm 及び 1 625 nm である。1 650 nm の波

長は，ときに保守用チャネルに用いられるが，曲げの存在を検出するのにも非常に有効である。 

被試験ケーブル配線が WDM，DWDM 又は CWDM 装置，光フィルタなどの波長選択素子を含む場合，

光源のスペクトル幅は，使用するフィルタと適合していなければならず，これは非常に狭いスペクトル幅

を必要とする場合がある。また，系のスペクトル応答は，広帯域光源及び光スペクトラムアナライザを使

用して，附属書 J に記載している試験手順を使用して評価してもよい。 

5.2.3 入射側コード 

被試験ケーブル配線への接続における入射側コード内の光ファイバは，被試験ケーブル配線内の光ファ

イバと同じ型式のものでなければならない。OTDR 法を除き，入射側コードは 2 m 以上でなければならず，
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ファイバの減衰量が測定に重大な影響を及ぼすほど長くなってはならない。OTDR 入射側コードの長さに

ついては附属書 D を参照。 

入射側コードを終端するコネクタ又はアダプタは，ケーブル配線と互換性があるものでなければならず，

終端は測定結果の不確かさを最小限に抑えるために基準グレードのものであることが望ましい。 

5.3 受信コード又は出射側コード 

受信コード又は出射側コード内の光ファイバは，被試験ケーブル配線内の光ファイバと同じ形式でなけ

ればならない。 

受信コードは， 2 m 以上でなければならず，ファイバの減衰量が測定に重大な影響を及ぼすほど長くな

ってはならない。 

受信コード又は出射側コードを終端するコネクタ又はアダプタは，ケーブル配線と互換性があるものと

し，終端は測定結果の不確かさを最小限に抑えるために基準グレードのものであることが望ましい。 

パワーメータへの接続部における受信コードの終端は，パワーメータの終端と互換性がなければならな

い。 

片方向試験が実施される場合，OTDR 試験に使用される出射側コードの遠端は，基準グレード終端の必

要はない。双方向試験が実施される場合，出射側コードは入射側コード（附属書 I 参照）となり，5.2.3 に

適合していなければならない。 

5.4 代替コード 

代替コード内の光ファイバは，被試験ケーブル配線内の光ファイバと同じ形式でなければならない。 

代替コードは，2 m 以上でなければならず，ファイバの減衰量が測定に重大な影響を及ぼすほど長くな

ってはならない。 

代替コードを終端するコネクタ又はアダプタは，ケーブル配線と互換性があるものでなければならず，

終端は，測定結果の不確かさを最小限に抑えるために基準グレードのものであることが望ましい。 

5.5 パワーメータ－LSPM 法だけ 

パワーメータは，ケーブル配線に送り出されるパワーを考慮して，ケーブル配線に通常関連する波長に

おけるパワーの範囲を測定できなければならない。パワーメータは，JIS C 6186 の校正要求事項を満たさ

なければならない。パワーメータは，その中に入れられるファイバから来る全てのパワーを捕捉するのに

十分なサイズの検出面をもっていなければならない。ピグテイルが使用される場合，ピグテイルファイバ

は，試験コードから来る全てのパワーを捕捉するのに十分な大きさでなければならない。 

5.6 OTDR 試験装置 

図 6 は，簡単な取付け点で示される典型的な OTDR 装置の構成図である。OTDR は，JIS C 6185-2:2014
の校正要求事項を満たさなければならない。入射側コードの長さ，及び OTDR 測定に関連する他の側面に

関する幾つかのより詳細な要求事項は，附属書 D による。 
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記号説明 
PG パルス発生器 
LD レーザダイオード  
OS 光スプリッタ  
FC フロントパネルコネクタ  
APD アバランシェフォトダイオード  
AC 増幅器及び変換器 

SP 信号処理器  
CD 制御・表示器 

図 6－典型的な OTDR の構成 

5.7 光反射減衰量試験測定器 

光反射減衰量測定器は，通常，一つ以上の安定化レーザ光源で構成される。光源からの出力は，方向性

結合器を介して，低反射接続が必要な RLTS の出力ポートへ送られる。これは，被試験ケーブル配線の ORL
よりも 10 デシベル優れた反射率をもつことが望ましく，通常，斜め研磨コネクタインタフェースがこれを

可能にする。方向性結合器のもう一方のポートは，反射光を内部のパワーメータ（図の Pm1）に戻す。外部

コネクタインタフェースを備えた第 2 のパワーメータ（図の Pm2）は，被試験ケーブル配線に入力される

パワーレベルを測定するために設けられることが多い。 

コネクタインタフェース及び方向性結合器による減衰量が校正可能であれば，被試験ケーブル配線への

入力パワーを測定するための第 2 の光反射減衰量測定器の使用を含む，別の構成も可能である。 

図示されるような典型的な測定構成では，試験コードは，被試験ケーブル配線に接続し，斜め研磨され

たコネクタの使用によって，不要な反射を抑圧する必要がある。 
 

 

FC

OS 

AC APD

LD PG 

CD

SP 
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図 7－光反射減衰量測定器の実例 

5.8 コネクタ端面清掃及び検査装置 

清掃装置（装置，材料及び物質を含む）及び使用する方法は，IEC TR 62627-01 に従わなければならな

い。特定の機器及び洗浄方法の適合性について疑義がある場合は，コネクタ供給業者の指示を参照しなけ

ればならない。 

IEC 61300-3-35（低分解能法）に適合する顕微鏡は，試験コードのファイバ及びコネクタの端面がきれ

いで，傷がないことを確認するために必要である。使用するコネクタと互換性のあるアダプタを備えた顕

微鏡が必要とされる。 

通光されたファイバ端面を直接観察するリスクを回避するために，ビデオ顕微鏡の使用が推奨される。 

5.9 アダプタ 

必要に応じて，アダプタは，使用されるコネクタ型と互換性がなければならず，基準グレードの終端に

要求される性能を達成できるものでなければならない。 

6 試験手順 

6.1 一般事項 

各測定法の固有の試験手順の要求事項は，附属書 A～附属書 F に規定されている。 

LSPM 法では，ケーブル配線を測定する前に基準測定を行う必要がある。試験を開始する前に，機器を

評価し，基準測定をどの程度の頻度で取得すべきかを確認することが望ましい。一般に，装置が 0.1 dB 以

上ドリフトする前に，新しい基準測定を行うことが望ましい。試験環境（特に温度）は，測定基準の再取

得の頻度に影響を与える場合がある。 

6.2 共通試験手順 

6.2.1 試験コードの管理 

試験コードのコネクタは，IEC 61300-3-35 の試験手順を用いて検査しなければならない。コネクタの端

面は，汚染（例えば，ほこり及び汚れ）がなく，IEC 61300-3-35 の該当する表の要求事項を満たしていな

ければならない。汚染が認められた場合は，5.8 の機器及び方法で清掃する。 

注記 コネクタ端面の品質の要求事項は，コネクタ仕様及び/又は光ファイバシステムの性能要求事項に

依存する。 

反射減衰量試験セット 

光源 

パワー 
メータ 1 

Pm1 
パワー 
メータ 2 

斜め研磨 
コネクタ 
対 

試験 
コード 1 

試験 
コード 2 

Pin 

Pr 

コネクタ

対

コネクタ 
対 

斜め研磨 
コネクタ 

被試験ケーブル配線 
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試験コードを使用しないときは，端部をキャップして，最小曲げ直径よりも大きい直径で，ねじれなく

巻いた状態で保管することが望ましい。 

6.2.2 基準測定の実施（LSPM 法及び OCWR 法だけ） 

各試験波長に対する入射側コードからの出力パワーを測定し，適切な形式で記録しなければならない。 

OCWR 測定では，使用される試験法の要求に応じて，他の基準パワーレベルを測定し，記録しなければ

ならない。 

6.2.3 ケーブル配線のファイバ端面の点検及び清掃 

敷設済みケーブル配線のコネクタは，IEC 61300-3-35 の試験手順を使用して検査しなければならない。

それらは，汚染（例えば，ほこり及び汚れ）のないものでなければならない。汚染が認められた場合は，

5.8 の機器及び方法を用いてコネクタ端面を清掃し，再検査しなければならない。 

注記 コネクタ端面の品質の要求事項は，コネクタ仕様及び/又は光ファイバ通信システムの性能要求事

項に依存する。 

6.2.4 測定の実施 

これは，次を含むケーブル配線内の各々のファイバに対する反復的なプロセスである。 

－ 入射側コード及び受信側コード又は出射側コードへ個々のファイバを取付ける。 

－ 各波長で測定を完了する。 

－ 結果を保存又は記録する。 

LSPM 法の場合，パワーメータ及び受信側試験コードは，ケーブル配線の遠端に移動してもよい，又は

第 2 のパワーメータ及び受信側試験コードを使用してもよい。 

6.2.5 計算の実施 

箇条 8 に従い，基準測定値と試験測定値との差分を計算し，最終結果を他の情報とともに記録する。 

6.3 校正 

パワーメータ及び OTDR 装置は，それぞれ JIS C 6186 及び JIS C 6185-2:2014 に従って校正しなければ

ならない。 

使用する装置は，適用される品質システムに従って，試験が実施される期間中有効な校正証明書をもた

なければならない。 

6.4 安全性 

光ファイバ通信システムで実施される全ての試験，又は試験セット内のレーザを使用する全ての試験は，

IEC 60825-2 に適合した安全予防措置を講じて実施しなければならない。 

7 計算法 

各測定法の計算を，それぞれの附属書に示す。 
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8 測定に係る文書及び記録 

8.1 各試験の情報 

a) 試験手順及び手法 

b) 測定結果 

－ 減衰量（dB） 

・ 基準パワーレベル（dBm）（LSPM 法及び OCWR 法だけ）， 

・ OTDR トレース（OTDR 法だけ，双方向測定が行われた場合は両方向から）。 

－ 波長（nm） 

－ ファイバの種類 

－ 終端の位置 

－ ファイバ識別名 

－ ケーブル識別名 

－ 試験日 

8.2 提供される情報 

－ 光源のスペクトル特性の詳細 

－ 校正記録 

－ 測定に使用する試験コードの詳細 
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附属書 A 
（規定） 

1 コード法 

A.1 試験法の適用 

1 コード法の測定は，被試験ケーブル配線への両方の接続の減衰量を含む。これは，構成 A（4.2 参照）

の敷設済みケーブル配線設備の測定のための RTM である。 

この方法は，単一のファイバを一度に測定する場合について記載する。複数ファイバを複数ファイバコ

ネクタと同時に測定する場合，それぞれのインタフェースの要求事項は，あたかもそれが単一コネクタで

あるかのように満たさなければならない。双方向測定が必要な場合，他端へ出射することで試験手順を繰

り返す。 

A.2 試験装置 

使用する光源，パワーメータ及び試験コードは，箇条 5 に定める要求事項を満たさなければならない。 

これは，一つの（入射側）試験コードだけを基準測定に使用するので，“1 コード法”と呼ばれる。しか

し，第 2 の試験（受信）コードが必要である。試験を開始する前に，試験コードの性能を検証することが

望ましい。これは，受信コードを入射側コードに接続し，接続減衰量を測定することによって行われる。

詳しくは，附属書 I を参照。 

この方法は，入射側コードを基準測定用のパワーメータに直接取り付ける必要がある。これは，ケーブ

ル配線に使用するコネクタが，パワーメータに使用するコネクタと互換性があることを前提としている。 

この方法はまた，次の内容を前提とする。 

－ パワーメータのコネクタは，入射側コードを接続する被試験ケーブルのコネクタと互換性がある。必

要に応じて，測定の不確かさが増加しないアダプタをパワーメータに取り付けてもよい。測定の不確

かさが増加することを認識し，適切に修正した試験限界を適用することを条件として，代替方法（附

属書 B）を使用してもよい。 

－ 基準測定と試験測定との間，入射側コードを光源から切り離さない。試験機器の設計又は被試験ケー

ブル配線の設計のいずれかの制約によって，切り離さざるを得ない場合，測定の不確かさが増加する

ことを認識し，適切に修正した試験限界を適用することを条件として，代替の方法（附属書 B）を使

用してもよい。 

A.3 試験手順 

－ 図 A.1 に示すように，光源とパワーメータとを入射側コード（TC1）で接続する。 

－ 測定された光パワーP1 を記録する，これは基準パワー測定である。 

－ パワーメータを TC1 から外す。基準測定を繰り返さないのであれば，TC1 を光源から切り離さない。 

－ 受信コード（TC2）にパワーメータを接続する。 

－ TC1 及び TC2 を，図 A.2 に示す被試験ケーブル配線に接続する。 
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－ 測定した光パワーP2 を記録する，これは試験パワー測定である。 

 

記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
PM パワーメータ 

図 A.1－1 コード基準測定 

 

 

記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC2 受信コード 
PM パワーメータ 
注記 基準グレード終端は影付きとしている。 

図 A.2－1 コード試験測定 

A.4 計算 

減衰量 L は，次式で与えられる。 

   dB/log10 2110 PPL    ······················································ (A.1) 

A.5 報告された減衰量の構成要素 

減衰要素は，図 A.1 及び図 A.2 に示されている。これらは，ケーブル配線の減衰量 C 及び dB 単位の様々

な接続減衰量値である。報告された減衰量 L は，次のとおりである。 

 

CBAL    ······················································ (A.2) 

LS P1 

TC1 

PM 

IEC2091/14

P2 

C B A 

TC1 TC2 

LS PM 
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この方法によって報告された結果と他の LSPM 法との間の差異を，G.1 に示す。 
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附属書 B 
（規定） 

3 コード法 

B.1 試験法の適用 

3 コード法は，被試験ケーブル配線への両方の接続の減衰量を除外しようとするものである。それは，

構成 B（4.2 参照）の敷設済みケーブル配線設備の測定のための RTM であり，特定の状況において，又は

外部標準の指示に従って，附属書 A 及び附属書 C に規定した試験方法の代わりに使用してもよい。 

この方法は，単一のファイバを一度に測定する場合について記載する。複数ファイバを複数ファイバコ

ネクタと同時に測定する場合，それぞれのインタフェースの要求事項は，あたかもそれが単一コネクタで

あるかのように満たさなければならない。双方向測定が必要な場合，他端へ出射することで試験手順を繰

り返す。 

B.2 試験装置 

使用する光源，パワーメータ及び試験コードは，箇条 5 に定める要求事項を満たさなければならない。

3 本の試験コードを使用する。これらのコード間の接続の減衰量値は，この測定の不確かさにとって重要

である。試験を開始する前に，試験コードの性能を検証することが望ましい。これは，代替コード及び受

信コードを入射側コードに接続し，接続の減衰量を測定することによって行う。詳しくは，附属書 I を参

照。 

B.3 試験手順 

－ 図 B.1 に示すように，入射側コード（TC1）と受信コード（TC2）とを，光源及びパワーメータに接続

する。 

－ TC1 と TC2 との間に置換コード（TC3）を接続する。 

－ 測定された光パワーP1 を記録する，これは基準パワー測定である。 

－ 基準測定を繰り返さないのであれば，TC1 を光源から切り離さない。 

－ 図 B.2 に示すように，（アダプタを，TC1 及び TC2 に取り付けたまま）置換コードを被試験ケーブル

配線に取り替える。 

－ 測定された光パワーP2 を記録する，これは，試験パワー測定である。 
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記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
TC2 受信コード 
TC3 置換コード 
PM パワーメータ 

図 B.1－3 コード基準測定 

 

 

記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC2 受信コード 
PM パワーメータ 

注記 基準グレード終端は影付きとしている。 

図 B.2－3 コード試験測定 

B.4 計算 

減衰量 L は，次式で与えられる。 

   dB/log10 2110 PPL    ······················································ (B.1) 

B.5 報告された減衰量の構成要素 

減衰要素は，図 B.1 及び図 B.2 に示されている。これらは，ケーブル配線の減衰量 C 及び dB 単位の様々

な接続減衰量値である。報告された減衰量 L は，次のとおりである。 

 

IEC2092/14

LS PM 

TC1 TC3 TC2 

D E 

P1 

IEC2093/14

PM LS 

TC1 TC2 

A C B 

P2 
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EDCBAL    ······················································ (B.2) 

D 及び E は，基準試験セットアップにおける接続の減衰量値であり，共に，無視できる TC3 の長さ分の

減衰量を含む。 

この方法によって報告された結果と他の LSPM 法との間の差異を，G.1 に示す。 
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附属書 C 
（規定） 

2 コード法 

C.1 試験法の適用 

2 コード法に対しては，二つの変形がある。図 C.2 は，一方の端部がプラグアダプタアセンブリで終端

され，他方の端部がプラグで終端される場合の設定を示す。それは，被試験ケーブル配線への接続の一つ

の減衰量を含む。これは，構成 C の敷設済みケーブル配線設備の測定のための RTM である（4.2 参照）。 

図 C.3 は，両端がソケット又はピンありで，入射側コードコネクタがパワーメータと互換性がない場合

のセットアップを示している。それは，被試験ケーブル配線への両方の接続の減衰量を含む。これは，構

成 A（4.2 参照）の敷設済みケーブル配線設備の測定の代替方法である。 

この方法は，単一のファイバを一度に測定する場合について記載する。複数ファイバを複数ファイバコ

ネクタと同時に測定する場合，それぞれのインタフェースの要求事項は，あたかもそれが単一コネクタで

あるかのように満たさなければならない。双方向測定が必要な場合，他端へ出射することで試験手順を繰

り返す。 

C.2 試験装置 

使用する光源，パワーメータ及び試験コードは，箇条 5 に定める要求事項を満たさなければならない。

これらの試験コード間の接続の減衰量値は，この測定の不確かさにとって重要である。試験を開始する前

に，試験コードの性能を検証することが望ましい。これは，受信コードを入射側コードに接続し，接続減

衰量を測定することによって行われる。詳しくは，附属書 I を参照。 

C.3 試験手順 

－ 図 C.1 に示すように，入射側コード（TC1）及び受信コード（TC2）を，光源及びパワーメータに接続

し，互いに接続する。 

－ 測定された光パワーP1 を記録する，これは基準パワー測定である。 

－ TC1 と TC2 とを互いに切り離す。基準測定を繰り返さないのであれば，TC1 を光源から切り離さな

い。 

－ いずれかを挿入する。 

・図 C.2 に示す被試験ケーブル配線 

・図 C.3 に示す，アダプタコード AC 及び被試験ケーブル配線 

－ 測定した光パワーP2 を記録する，これは試験パワー測定である。 
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記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
TC2 受信コード 
PM パワーメータ 

図 C.1－2 コード基準測定 

 

 

記号説明 
LS 光源 
TC1 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC2 受信コード 
PM パワーメータ 

図 C.2－2 コード試験測定 
 

 

記号説明 

LS 光源 
TC1 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
AC アダプタコード 
TC2 受信コード 
PM パワーメータ 

注記 基準グレード終端は，影付きとしている。 

図 C.3－プラグソケット型コネクタの 2 コード試験測定 

LS PM P1 

TC1 TC2 

D

LS PM P2 

TC1 TC2 

A C B 

PM P2 LS 

TC1 AC TC2 

A C B E 
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C.4 計算 

減衰量 L は，次式で与えられる。 

   dB/log10 2110 PPL    ······················································ (C.1) 

C.5 報告された減衰量の構成要素 

減衰要素は，図 C.1，図 C.2 及び図 C.3 で識別される。これらは，ケーブル配線 C 及び dB 単位の様々な

接続損失である。 

図 C.2 のケースでは，報告された減衰量 L は次のようになる。 

DCBAL    ······················································ (C.2) 

図 C.3 のケースでは，報告された減衰量 L は次のようになる。 

DECBAL    ······················································ (C.3) 

この方法によって報告された結果と他の LSPM 法との間の差異を，G.1 に示す。 
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附属書 D 
（規定） 

オプティカルタイムドメインリフレクトメータ 

D.1 試験法の適用 

この方法は，光ファイバリンク又はチャンネルの一端からオプティカルタイムドメインリフレクトメー

タ（OTDR）によって，単一の光ファイバが測定されるケースについて規定している。通常，これらの測定

は双方向に行われるが，この附属書内の試験手順が繰り返される場合には，被試験ケーブル配線の他端か

ら行われる。 

D.2 試験装置 

D.2.1 一般事項 

OTDR，試験コード及びアダプタは，敷設済みケーブル配線の減衰量，光反射減衰量，及び長さ測定を行

うために必要である。OTDR 装置の概略図については，図 6 を参照。 

試験のセットアップは，入射側コード及び出射側コードを必要とする。試験コードのコネクタ（入射側

及び出射側）及びケーブル配線に関連する反射率は，最小限に抑えることが望ましい。 

コネクタの研磨端面間に，屈折率整合液又はゲルを使用してはならない。 

出射側コードを使用すると，遠端部接続の減衰量を測定できるため，ケーブル配線部分全体の減衰量を

測定することが可能である。出射側コードを使用しない場合，遠端コネクタに関する情報はない。実際，

遠端の近くに破断があるか，又は光ファイバがどこかで不正確に接続されている可能性があるので，光フ

ァイバの連続性さえも保証されない。 

D.2.2 OTDR 

OTDR は，短い接続又は接続の始まりを認定したり，近接する特徴と別々に解像するためには短いパル

ス幅（＜=20 ns）を使用でき，必要なケーブル配線長にわたる測定を達成するのに十分なダイナミックレ

ンジをもつためには，長いパルス幅を使用できなければならない。 

OTDR は，標準コネクタ（IEC 61753-1 グレード 2）に従い，10 m 未満の減衰量デッドゾーン（F = ±0.5 
dB）（H.2.4 参照），すなわち-45 dB の反射率をもつことが望ましい。 

D.2.3 試験コード 

入射側コード及び出射側コードの光ファイバの種類及び幾何学的特性は，被試験ケーブル配線の光ファ

イバと同一とし，クラッド光が除去されるように被覆されたものでなければならない。入射側コード及び

出射側コードの両方の長さは，被測定光ファイバの特定の長さに対して選択されたパルス幅によって作ら

れるデッドゾーンよりも長くなければならない。OTDR 装置のサプライヤは，長さを推奨することが望ま

しい。さらに，これらの長さは，デッドゾーンに続く後方散乱トレースを信頼性の高い線形回帰するため

に十分でなければならない。 

他の情報がない場合，入射側コード及び出射側コードの最小長さは，それらの戻り遅延が OTDR パルス



28 
C 61280-4-2：0000 (IEC 61280-4-2：2014) 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

幅に適切な係数を乗じたものに等しくなるように決定してもよい。表 D.1 は，構内ケーブル配線及び工場

外ケーブル配線の典型的な例を幾つか示している。 

表 D.1－典型的な入射側及び出射側の長さ  

適用  
被試験ケーブル配線

の典型的な最大長  
km 

パルス幅の例  

入射側コード及び出

射側コードの典型的

な長さ  
m 

構内ケーブル配線  2 20 ns 100 

工場外アクセスネットワーク  10 100 ns 500 

工場外コア網  80 500 ns 1 000 

外部設備超長距離ネットワーク  120 1 μs 2 000 

次の内容を，試験コードの準備に適用する。 

－ 曲げによる減衰量は最小限に抑えることが望ましい。これを行うために，最小半径 45 mmを使用する。 

－ OTDR への取付けに適したコネクタで，コードの一端を終端する。 

－ 5.2.3 に従ってもう一方の端で終端する。 

－ 耐久性のある光ファイバ試験コードを使用する。例えば，端部をゆが（歪）み軽減を備えた 3 mm の

外被によって保護する。 

－ コードに使用する光ファイバは保護されることが望ましい。これは，コードの長さの大部分を容器に

封入するか，又は完全に堅牢な試験コードを使用することによって行ってもよい。コードの光ファイ

バ長が 2 m あれば，容器の外に延びて，OTDR と被試験ケーブル配線とを接続可能である。 

D.3 試験手順（試験法） 

－ 図 D.1 に示すように試験コードと OTDR 源とを接続する。 

－ 次のルールを使用して OTDR を設定する。 

・効果的な分析を可能にするには，十分な滑らかさ（すなわち，十分な信号対雑音比）をもつトレース

を妥当な時間スケールで取得するために，可能な限り短いパルス幅を選択することが望ましい。 

・平均化時間は，1 トレース当たり 3 分を超える必要はない。しかし，平均化時間が短い（例えば，10
秒未満）と，一般に測定対象系が長い場合に結果が悪くなる。 

・OTDR の設定については，附属書 H を参照。 

－ 適切な波長を選択する。 

－ 後方散乱トレースを記録する。 

－ 反対方向から繰り返す。 

様々な光ファイバの後方散乱特性の変化による損失測定値の変動をキャンセルできるように，シングル

モードケーブル配線では双方向 OTDR を推奨する。双方向試験及び解析の詳細については，H.6 及び H.7
を参照。 

注記 図 D.1 は，プラグアダプタアセンブリで終端されるケーブル配線のセットアップを示す。対応す

る基準グレード終端が同じ点で使用されるならば，他の構成も同等である。 
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記号説明 

OTDR オプティカルタイムドメインリフレクトメータ 
LC 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 

注記 基準グレード終端は影付きとしている。 

図 D.1－方法 D の試験測定 

D.4 減衰量の計算 

D.4.1 一般事項 

減衰量 A は，次によって与えられる。 

 dB21 FFA    ······················································ (D.1) 

ここで，F1 及び F2 は，被試験ケーブル配線の入出力ポートのパワー表示値である（図 D.3 参照）。 

注記 OTDR の縦目盛は，受信パワーの常用対数の 5 倍に一定のずれを加えたものを表示する。OTDR
の横目盛は，光ファイバに沿った距離を表示する。これは，往復の測定遅延時間を 2 で割り，光

ファイバコアの実効群屈折率によって定義される光ファイバ内の光速度によって計算される。 

二つの接続の位置を適切に配置し，表示されるパワーレベルを適切に定義することが重要である。 

D.4.2 接続位置 

被試験ケーブル配線の二つの接続は，二つのコネクタを表す二つのピークの前の曲率変化に位置してい

る。 

図 D.2 は，典型的なトレース上のコネクタの位置を示す。 

IEC2097/14 

OTDR 

LC TC 

D E C 
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記号説明 
LC 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 
L1 及び L2 ケーブル配線の接続ポートの位置 

図 D.2－被試験ケーブル配線ポートの位置 

D.4.3 パワーレベル F1及び F2の定義 

位置 L1 における表示されたパワーレベル F1 は，入射側試験コードによって提供される後方散乱パワー

の線形部分から得られる線形回帰と，位置 L1 における縦軸との交点として定義される。 

位置 L2 における表示されたパワーレベル F2 は，出射側コードによって提供される後方散乱パワーの線

形部分から得られる線形回帰と，位置 L2 における縦軸との交点として定義される。 

図 D.3 は，典型的なトレース上の F1 及び F2 の位置を示す。 

この測定プロセスは，LSA による 5 点分析とも呼ばれる。詳しくは，附属書 H も参照。 
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記号説明 
LC 入射側コード 
TC 出射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
L1，L2 ケーブル配線の接続ポートの位置 
F1，F2 L1 及び L2 に表示されるパワーレベル 
A 被試験ケーブル配線の減衰量 

図 D.3－F1及び F2のグラフによる作図 

D.4.4 代替計算 

OTDR は，トレースの詳細な分析を提供するために，二つの他の表示レベル F11 及び F12 を提供してもよ

い。図 D.4 を参照。 

位置 L1 における表示されたパワーレベル F11 は，被試験ケーブル配線によって提供される後方散乱パワ

ーの線形部分から得られる線形回帰と，位置 L1 における縦軸との交点として定義される。 

位置 L2 における表示されたパワーレベル F21 は，被試験ケーブル配線によって提供される後方散乱パワ

ーの線形部分から得られる線形回帰と，位置 L2 における縦軸との交点として定義される。 

他の三つの減衰量は，次式で与えられる。 

A1=F1−F11 (dB)  ······················································ (D.2) 

A2=F21－F2 (dB)  ······················································ (D.3) 

Ac=F11－F21 (dB)  ······················································ (D.4) 

ここで， 

A1 近端コネクタの減衰量 

A2 遠端コネクタの減衰量 
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AC  コネクタを除くケーブル配線の減衰量である。 

次のように導出される。 

 dB21 AAAA c    ······················································ (D.5) 

計算誤差が無視できると仮定すると，式（D.5）は式（D.1）と同じ妥当性になる。 

場合によっては，減衰量 A1，Ac 及び A2 は，イベントテーブルで利用可能なことがある。 

 

 

記号説明 
LC  入射側試験コード 
C  被試験ケーブル配線 
TC  出射側コード 
L1，L2 ケーブル配線接続ポートの位置 
F1，F2  L1 及び L2 に表示されるパワーレベル 
F11，F21 L1 及び L2 内部の表示出力レベル 
A  被試験ケーブル配線の減衰量 

図 D.4－F1，F11，F21及び F2のグラフによる作図 

D.5 光反射減衰量の計算 

ORL は，被試験ケーブル配線への入力パワーと，被試験ケーブル配線によって反射及び散乱されたパワ

ーの合計との比率である。減衰量及び ORL の両方の測定に推奨される試験構成は，長い入射側コードと長

い出射側コードを使用することで，ORL 計算から不要な反射を除去することができ，また被試験ケーブル

の非常に短い部分で ORL 測定を実施してもよい。 

被試験ケーブル配線への入力パワーPi は，OTDR のレーザ強度と入射側コードの減衰量との関数である。 

戻りパワーは，被試験ケーブル配線の距離の関数としての戻りパワー（Pr）の積分である。この距離は，

OTDR 入射側コードの終端である被試験ケーブル配線の始端から OTDR 出射側コードの始端までにわた
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り，したがって，被試験ケーブル配線の両端の接続の反射率を含む。 

これは，図 D.5 の OTDR トレース上の影付き領域としてグラフで示される。 

数学的に表現すると，ORL は次のように計算される。 

 

ORL=10log10 ቆ 𝑃௜∫ 𝑃(z)dzቇ  ······················································ (D.6) 

一般的に，OTDR の縦目盛は，絶対光パワー測定に対して校正されない。OTDR を ORL 測定に使用する

場合，後方散乱パラメータ K が縦目盛の基準レベルとして効果的に作用する。詳しくは，JIS C 6185-2:2014
の附属書 G を参照。 

したがって，ORL は次のように計算することが可能である。 

 































2ORLt

1ORLt
)(

1ORLt
10

1log10ORL

dtP

P
K

t

  ······················································ (D.7) 

ここで，K は後方散乱パラメータである（IEC 61746−1:2009 の 3.3 及び 3.4 参照）。 

 

 

記号説明 
LC 入射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 
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ORL1 ORL 積分の開始を定義するカーソル 
ORL2 ORL 積分の終了を定義するカーソル 

図 D.5－OTDR ORL 測定のグラフ表示 

D.6 個別コンポーネントの反射率計算 

コンポーネントの反射率は，そのコンポーネントによって反射されて戻るパワーの，そのコンポーネン

トへのパワー入力に対する比である。OTDR トレースでは，これは，そのコンポーネントから反射される

光の量を表すピークの高さ（図 D.6 の Hn）に関係するが，被試験光ファイバの後方散乱係数と測定とに使

用するパルス幅の関数でもある。 

JIS C 61300-3-6 は，コンポーネントの反射減衰量の関連パラメータの測定を対象としている。 

 

 

記号説明 

LC 入射側コード 
C  被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 
H1 最初の接続からのピークの高さ 
H2 最後の接続からのピークの高さ 
H3 出射側コードの遠端からのピークの高さ 

 

図 D.6－反射率測定のグラフ表示 

被試験ケーブル配線コンポーネントの反射率（R）は，図 D.6 の反射ピーク（H1 又は H2）の高さから次

のように計算される。 𝑅 = 10 × logଵ଴ ቀ10ு ହൗ – 1ቁ + 10 × logଵ଴ (𝑡) + 𝐵  ······················································ (D.8) 

ここで， 

H ピークの高さ（H1 又は H2）（dB） 

B レイリー後方散乱係数 
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t ナノ秒単位のパルス幅 

シングルモード光ファイバの後方散乱係数の典型的な値（例えば，IEC 60793-2-50 のタイプ B1.3）は，

次のとおりである。 
B≈-80 dB（1 310 nm）; B≈-82.5 dB（1 550 nm） ナノ秒の時間基準に対して 

（図 D.6 の H3 に示されるように）H の大きな値で OTDR の検出器が飽和すると，ピークが平たん（坦）

になる。正確な反射率測定のためには，十分なダイナミックレンジの OTDR を用いなければならない。こ

のタイプの信号飽和は，OTDR と被試験ケーブル配線コンポーネントとの間に可変減衰器を追加すること

によって回避してもよい。 

D.7 OTDR の不確かさ 

測定を報告する際には，次の不確かさの原因を考慮することが望ましい。 

－ ノイズレベルの寄与 － 大量のガウス雑音又はシステム雑音による誤り 雑音は，後方散乱レベル

が対数トレース上の雑音フロアに近づくにつれて常に高くなる。トレース上の大量のノイズは線形

回帰を乱し，表示されたパワーレベルの誤った評価をもたらす。ノイズは，平均化時間を長くする，

又はパルス幅を大きくすることによって減少させてもよい。傾きの線形回帰が適用可能な場合で（例

えば，dB/km 単位），傾きが小さい又は傾きが大きい結果になるならば，一般に，過剰なレベルのノ

イズが原因である。 

－ 後方散乱係数 － 試験コードと被試験ケーブル間の固有特性の差によって，個々の接続の見掛け上

の損失にばらつきが生じる可能性がある。例えば，低い後方散乱係数の光ファイバが，より高い後

方散乱係数の光ファイバに接続される場合，OTDR 検出器は，より高い後方散乱係数の光ファイバ

からより多くのエネルギーを受け取る。これは，見掛けの損失の低減として解釈でき，利得（負の

損失）として現れることさえある。この効果は見掛けの利得として知られている。 

注記 後方散乱係数の変動が損失測定に与える影響は，ケーブルの両端から測定し，その値を平均化す

ることによって相殺してもよい。双方向試験及び分析の詳細については，H.6 及び H.7 を参照。 

－ 強い反射 － 強い反射の非線形効果によって，減衰量誤差，減衰定数誤差，及びデッドゾーン拡大

が発生する。 

－ OTDR レーザの中心波長－ OTDR レーザ波長とケーブル配線システム送信器波長との間の光ファ

イバ減衰量の変動を引き起こす。 

－ スペクトル幅 － 中心波長に関連するが，スペクトル幅が広すぎると，OTDR レーザ波長とケーブ

ル配線システム送信器波長との間の光ファイバ減衰量の変動を引き起こす。 

－ カーソル位置誤り -  ソフトウェアアナライザのカーソル位置又はカーソルの手動操作の誤り。こ

れは，異なる光ファイバの勾配が大きく異なる場合に，何らかの誤差につながる。 
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附属書 E 
（規定） 

連続光による光反射減衰量測定 

方法 A 

E.1 試験法の適用性 

この試験法は，3.1.7 で与えられた光反射減衰量の定義に最も近いものである。被試験ケーブル配線への

入力パワーを直接的に測定する。反射パワーも測定されるが，分岐装置及び他の反射源の内部減衰量を考

慮に入れるために補正係数が必要とされる。 

この方法には，幾つかの制限要因がある。空間的に異なった反射源を判別することができないため，不

要な反射を抑制する必要がある。ダイナミックレンジは，使用する方向性結合器の特性と，反射減衰量試

験セットを最初の試験コードに接続するために使用するコネクタの反射率とによって制限される。このこ

とは，斜め研磨されたコネクタで終端された短いケーブル配線システムが測定されるとき，測定の確度を

制限する可能性がある。 

E.2 試験装置 

E.2.1 一般事項 

詳細は敷設済みケーブル配線を試験するための IEC 61300-3-6 に取り上げられており，さらなる情報に

関してもその規格を参照してもよい。 

 

図 E.1－反射減衰量試験セット 

E.2.2 光源 

光源は，発光素子（通常はレーザ）とそれに関連する駆動電子回路とからなり，出力は光ファイバピグ

テイル又はコネクタである。第 2 の光源は，図 E.3 に示されるように，校正のために使用してもよい。第

2 の光源を使用する場合，中心波長及びスペクトル幅は，第 1 の光源と同じでなければならない。 

光源は，5.2.1 に規定しているように安定であることが望ましい。 

E.2.3 分岐装置又はカプラ 

カプラの分岐比は安定でなければならず，偏波に敏感であってはならない（＜0.1 dB）。指向性は，測定

反射減衰量試験セット 

光源 

光パワー 
メータ 1 

Pm1 光パワー 
メータ 2 
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試験 
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試験 
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Pr 

コネクタ 
対 

コネクタ
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される最大光反射減衰量よりも少なくとも 10 dB 高いことが望ましい。 

E.2.4 光パワーメータ 

使用される光パワーメータは，光検出器，関連する電子機器，及び光ファイバに接続する手段からなる。

内部光パワーメータへの接続は永久的であり，外付けの光パワーメータへのインタフェースは，被試験ケ

ーブル配線と互換性のあるコネクタの使用を可能にする交換可能なアダプタキャップを備えることが望ま

しい。 

光パワーメータの検出器の直線性は，測定が行われるダイナミックレンジに対して規定され，十分でな

ければならない。しかし，全ての測定は差分であるため，校正が絶対的である必要はない。 

E.2.5 コネクタ接続 

RLTS のコネクタ接続は非常に低反射でなければならない。この接続の減衰量は安定している必要があ

り，反射率の大きさは，測定される最大光反射減衰量の大きさよりも少なくとも 10 デシベル大きいことが

望ましい。 

注記 このコネクタ接続の反射率は，被試験ケーブル配線が斜め研磨コネクタで終端され，被試験ケー

ブル配線において他の重大な光反射減衰の原因がない場合，この測定法の精度を制限する可能性

がある。 

E.2.6 低反射終端 

不要な反射（通常，空気中に開放されたフラットコネクタから）を抑制するために，被試験ケーブル配

線の遠端は，被試験ケーブル配線へのコネクタ接続が機器接続コードで行われた接続を代表し，試験コー

ドの遠端からの反射が抑制されるように，試験コードを用いた終端を必要とする場合がある。反射は，斜

め研磨コネクタ，斜め劈開，非反射終端器，屈折率整合剤，又は心棒の周りにコードをしっかりと巻き付

けることによって抑制してもよい（試験コード内の光ファイバが曲げ損失に敏感でない場合（IEC 
60793−2−50 タイプ B6 又は ITU−T 勧告 G.657 タイプ））。 

試験系の内部反射を校正するとき，同様の低反射終端が必要である（図 E.3 参照）。この終端は，測定さ

れる最大光反射減衰量の大きさよりも少なくとも 20 dB 大きい反射率をもつことが望ましい。 

E.3 試験手順 

E.3.1 試験セットの特性評価 

この測定を行うためには，測定に用いる試験機器と試験コード 1 との接続を含めて，内部損失と反射と

を測定し，測定系の特性を評価しなければならない。この特性評価は，これらが変更された可能性がある

場合，例えば，試験コード 1 を交換する際には，繰り返すことが望ましい。 

測定系内部の減衰量は，被試験ケーブル配線と内部光パワーメータ 1 との間の戻り経路において測定さ

れなければならない。これには，コネクタ接続の減衰量及びカプラの減衰量が含まれる。内蔵光源と同様

の特性をもつ外部光源を使用して，図 E.2 に示すように，試験コード 1 の遠端を光源に接続し，試験コー

ド 1 の近端を（斜め研磨で）外部光パワーメータに接続する。光パワーメータ 2 におけるパワーレベル

（Pref2）を記録する。 
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図 E.2－測定系内部減衰量 Pref2の測定 

次に，試験コード 1 の近端を RLTS の出力ポートに接続し，図 E.3 に示すように光パワーメータ 1 にお

けるパワーレベル（Pref1）を記録する。 

 

図 E.3－測定系内部減衰量 Pref1の測定 

これら二つのパワーレベル間の差異が測定系の内部減衰量である。 

次に，測定系の反射パワーを測定する必要がある。試験コード 1 を RLTS の出力ポートに接続したまま

として，試験コード 1 の遠端のコネクタからの反射を抑える。これは，低反射終端で行われる（E.2.5 参

照）。ここで，接続コネクタを含む測定系内で内部的に反射された光の大きさは，図 E.4 に示されるよう

に，光パワーメータ 1（Prs）において測定してもよい。 

 

図 E.4－測定系反射パワーPrsの測定 

E.3.2 測定手順 
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光反射減衰量は，被試験ケーブル配線への入力パワー（Pin）と，被試験ケーブル配線からの反射パワー

（Pr）との差異である。したがって，二つのパワーレベルが必要である。最初に，被試験ケーブル配線へ

のパワー（Pin）は，図 E.5 に示すように試験コード 1 の遠端を光パワーメータ 2 に接続することによって

直接的に測定される。 

 

図 E.5－入力パワーPinの測定 

次に，図 E.6 に示すように，試験コード 1 を被試験ケーブル配線に接続し，低反射終端（E.2.5 参照）を

使用することによって，遠端からの望ましくない反射を抑制する。光パワーメータ 1 におけるパワーレベ

ルは記録され（Pm1），測定系の内部損失及び反射を許容することによって反射パワーを決定するために使

用される。 

 

 

図 E.6－反射パワーの測定 

E.3.3 計算 

3.1.7 における光反射減衰量の定義によって，次のようになる。 ORL =  10logଵ଴(𝑃௜௡/ 𝑃௥)  ······················································ (E.1) 

ここで，Pin は図 E.5 に示すように直接測定される。 

Pr は，測定された反射パワー（Pm1）から，依然として存在する測定系（Prs）の内部反射からの寄与を差

し引き，次いで，試験コード 1 から RLTS のコネクタ接続を通って戻り，カプラを通って内部光パワーメ

ータにおいて受ける反射光による減衰量を補償することによって計算される。すなわち 𝑃௥  =  (𝑃௠ଵ – 𝑃௥௦)  ×  (𝑃௥௘௙ଶ/𝑃௥௘௙ଵ)  ······················································ (E.2) 
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式（E.1）において Pr を代入すると，次式が得られる。 ORL =  10logଵ଴(𝑃௜௡/ ((𝑃௠ଵ –  𝑃௥௦)  ×  (𝑃௥௘௙ଶ/𝑃௥௘௙ଵ)) in dB  ······················································ (E.3) 

E.3.4 測定の不確かさ 

測定の不確かさの完全な評価は，今後の検討課題である。 

不確かさを与えるものとしては，次のようなものが含まれる。 

－ 2 台の（独立した）光パワーメータの絶対パワー測定の不確かさ（詳しくは，G.2.6 参照）。 

－ 内部及び外部光源のスペクトル特性の違いから生じる不確かさ。 
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附属書 F 
（規定） 

連続光による光反射減衰量測定 

方法 B 

F.1 試験法の適用性 

附属書 E に記載された方法 A と比較して，この方法は，測定セットアップを特徴付けるために既知の反

射率を利用する。式（E.3）を次のように書き換える。 

 ORL =  10logଵ଴(𝑃௜௡/ ((𝑃௠ଵ –  𝑃௥௦)  ×  (𝑃௥௘௙ଶ/𝑃௥௘௙ଵ))  

 =  10logଵ଴( 𝑃௜௡𝐿௥௘௧) –  10logଵ଴(𝑃௠ଵ –  𝑃௥௦)  

 = 𝐶௙  –  10logଵ଴(𝑃௠ଵ –  𝑃௥௦)  ······················································ (F.1) 

ここで， 

Lret Pr と Pm1 との間のカプラの減衰量 

Cf = 10log10（Pin/Lret）が特性化係数 

F.2 試験装置 

 

図 F.1－反射減衰量試験セット例 

F.2.1 一般要求事項 

附属書 E に記載された試験装置に加えて，次も必要である。 

F.2.2 既知の反射終端 
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測定系の内部損失及び反射を決定するために，既知の反射率をもつ終端が必要である。一般に，空気に

対して開放されたフラットエンド（PC ではあるが，斜め研磨ではない）コネクタが，-14.6 dB の反射率を

想定して使用される。 

F.3 試験手順 

F.3.1 試験系の特性評価 

測定を行うためには，Cf を決定することによって測定系を特徴づけなければならない。 

Cf は，二つの測定を実施することによって特徴付けることができ，第 1 の測定は反射を抑制して実施さ

れ，第 2 の測定は既知の反射 Rref をもつ基準反射器を使用して実施される。 

 

図 F.2－反射を抑制した Prsの測定 

 

 

図 F.3－基準反射器を備えた Prefの測定 

特性化係数は，Cf  = 10log[(Pref  – Prs)/Rref] として決定することができる。 
ここで，Rref は，コネクタ及びカプラからの反射率よりもはるかに高い。すなわち，Pref >> Prs であり，Cf

の決定は，図 F.3 に示すように 1 回の測定で簡単に行うことが可能である。 

F.3.2 測定手順 

測定系反射パワーは，試験コード 1 の遠端のコネクタからの反射を抑えつつ測定する必要がある。これ

は，低反射終端を用いて行われる（E.2.5 参照）。ここで，接続コネクタを含む測定系内で内部反射された

光の大きさは，図 F.4 に示すように，光パワーメータ 1 で測定（Pr）してもよい。 
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図 F.4－測定系反射パワーPrsの測定 

次に，試験コード 1 を被試験ケーブル配線に接続し，図 F.5 に示すように，低反射終端（E.2.5 参照）を

使用することによって，遠端からの不要な反射を抑えることが可能である。光パワーメータ 1 のパワーレ

ベル（Pm1）を記録し，測定系の内部損失及び反射を許容することによって反射パワーを決定するために使

用することが可能である。 

 

 

図 F.5－反射パワーの測定 

F.3.3 計算 

3.1.7 における光反射減衰量の定義によって，次のようになる。 ORL =  10logଵ଴(𝑃௜௡/ 𝑃௥)  

式（F.1）に示される関係式から，ORL は，測定された反射パワー（Pm1）をとり，これから依然として

存在する測定系の内部反射からの寄与（Prs）を差し引き，特性化係数 Cf を適用することによって，式（F.2）
のように計算される。 ORL = 𝐶௙  –  10logଵ଴(𝑃௠ଵ – 𝑃௥௦)  ······················································ (F.2) 

F.3.4 測定の不確かさ 
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測定の不確かさの完全な評価は，今後の課題である。 

不確かさを与えるものとしては，次のようなものが含まれる。 

－ ユニットと基準反射ジャンパとの間の接続再現性。詳しく，G.1 を参照。 

－ Rref の不確かさ 
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附属書 G 
（参考） 

測定の不確かさの例 

G.1 基準グレード終端を用いた不確かさの低減及び関連課題 

G.1.1 試験コードに基準グレード終端を使用する動機 

測定の不確かさを低減するために，可能な場合は，基準グレード終端を使用する。中心のずれた光ファ

イバをもつコネクタが使用される場合，ケーブル配線内コネクタにおける光ファイバのずれの方向に対す

る，入射側コードコネクタにおける光ファイバの特定の方向に依存して，結果が変化することになる。 

ケーブル配線の測定された損失の解釈は，合格/不合格結果を提供するために指定された許容値との比較

に基づく可能性が高い。この許容値は，ケーブル配線の全損失値に基づいている場合もあれば，個々のコ

ンポーネントの減衰量の寄与の加算に基づいている場合もある。 

試験コードに基準グレード終端を使用することは，ケーブル配線の測定された損失が，通常，標準グレ

ード終端が使用される場合よりも少ないことを意味する。これは，例えば，許容値が最終的に構成された

測定系に対する標準グレード終端の仮定に基づく場合，許容値に何らかの調整が必要であることを意味す

る。 

これらの不確かさは，接続に関連する損失が光ファイバ自身の損失よりもはるかに大きいので，短いケ

ーブル配線が試験されている場合に特に重要である。長距離系では，光ファイバの損失が全体の損失を支

配し，この不確かさは余り重要ではない。 

次の表に，基準グレード終端と標準グレード終端との間の様々な組合せによる損失の例を示す。 

 

表 G.1－予想損失の例（注記 1 参照） 

終端 1 終端 2 減衰量要求条件  

SM 基準グレード  SM 基準グレード  <=0.2 dB 

SM 基準グレード  SM 標準グレード  <=0.5 dB 

SM 標準グレード  SM 標準グレード  <=0.75 dB 

注記 1 表 G.1 は，IEC 60874-14-2 に適合した標準グレード及び基準グレードの SC コネクタの要求性能を示

している。これらの値は，全てではないが，ハードウェアを接続するための他の性能標準に見られ

る。 
注記 2 IEC SC86A 及び SC86B の JWG8 による基準グレード終端に関する最新検討によって，他のコネクタ

形式の値が作り出される可能性がある。 

G.1.2 基準グレード及び標準グレードのコネクタを使用時の，異なる予想損失を許容するための許容限界

の調整 

G.1.2.1 一般事項 

次の例は，基準グレードコネクタが試験コードに使用される場合に得られる試験結果への影響を説明す
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るために提供されている。許容限度（合格/不合格基準）が標準グレードコネクタ性能を前提としている場

合，基準グレード試験コードを使用して試験結果を取得する際に，これらの限界を調整する必要がある。

これらの例は，IEC 60874-14-2 に従って SC コネクタを使用することに基づいており，表 G.1 の予想損失

は IEC SC86B によって定義されている。 

他のコネクタ形式では，表 G.1 に示す様々な構成において予想した損失に対して，異なる値をもつ可能

性がある。 

G.1.2.2 例 1（1 コード法） 

長さ 100 m のシングルモードケーブル配線システムは，それぞれの端部でパッチパネルで終端される。

標準グレードのコネクタを仮定し，1.0 dB/km の光ファイバケーブル損失及び接続当たり 0.75 dB の損失を

仮定すると，予想損失は総計で 1.60 dB までとなる。 

この測定系が，説明した 1 コード法を用いて，試験コードにて基準グレード終端を用いて測定されるな

らば，損失は 1.10 dB までとなる (100 m の光ファイバに対して 0.1 dB，加えて，基準グレードの終端と標

準グレードの終端との間の各接続に対して 0.5 dB）。 

基準グレードと標準グレードとの接続のそれぞれについて，すなわち，測定構成において，標準グレー

ドのコネクタを使用することを前提とした許容値から 0.25 dB の調整を差し引くことが望ましい。 

G.1.2.3 例 2（3 コード法） 

上記のケーブル配線系，ただし，機器の接続コードはパッチパネルに接続された標準グレードの終端を

使用されたものを考える。終端コネクタを除いた予想損失は，例 1 と同じ，すなわち 1.60 dB までである。 

これを 3 コード法を用いたコネクタプラグで終端されたケーブル配線系としてテストすると，測定した

損失は 2.10 dB までとなる。これは，基準グレード及び基準グレードの二つの接続が基準測定（各 0.2 dB
までの損失）に含まれており，基準グレード及び標準グレードの二つの接続（各 0.5 dB までの損失）がケ

ーブル配線を通して測定されたパワーレベルに置き換えられているため，前述したケーブル配線用の 1.60 
dB に加えて，2 ×0.3 dB を想定している。 

測定構成において，基準グレードと基準グレードとの接続を，基準グレードと標準グレードとの接続に

置き換えるごとに，標準グレードのコネクタを使用することを前提とした許容値に 0.3 dB の調整を加える

必要がある。 

G.1.2.4 例 3（2 コード法，図 C.3） 

上記のケーブル配線系を考慮するが，パッチパネルに接続される MTRJ のような標準グレードのプラグ

/ソケット型コネクタをもつ接続コードを用いる。これらの系を試験するためには，試験構成を完成させる

ために，基準グレードのアダプタコードを追加した 2 コード法を使用しなければならない。このアダプタ

コードは，接続性を可能にするが，関係する全てのコネクタが基準グレードであるため，基準手順におい

て判明したコネクタ嵌合ペアの損失を追加する。しかしながら，標準グレードのパッチパネルコネクタと

の基準グレード終端接続は，典型的には，装置パッチコードの損失よりも低い損失をもつ。したがって，

判定基準は 2×0.25 dB = 0.5 dB 減少する必要がある。 

G.1.2.5 例 4:長距離系（1 コード法） 

80 km の長さのリンクは，ピグテイルをスプライスすることによって光分配盤で終端される。ルートは，
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それぞれの長さが 5 km のドラム 16 本からなり，その間にスプライス接続がなされている。標準グレード

コネクタを仮定すると，1 550 nm におけるリンクの予想損失は，光ファイバ損失に対して 0.22 dB/km，17
個のスプライスに対しては平均 0.1 dB，光分配盤における各々の終端に対して 0.75 dB を仮定すると，20.8 
dB である。 

1 コード法を用いて試験した場合，試験コードに基準グレードの終端を使用すると仮定した場合，終端

における予想損失は 20.3 dB までとなる。 

この場合の変動は，短い長さの光ファイバである上記の場合よりもはるかに重要でないことが分かる。 

G.2 測定の不確かさの推定 

G.2.1 測定の不確かさ 

ISO/IEC ガイド 98-3 に基づいて実施される場合，測定の不確かさを決定することは，光源，基準ケーブ

ル，光パワーメータ，オペレータを含む，測定に関わる全てのパラメータを考慮に入れるべき複雑なプロ

セスである。 

次の解析及び計算は，測定の不確かさに実際に寄与するパラメータを同定するために使用することを目

的とする。この事例は，3 コード法（附属書 B）に基づいている。 

減衰量 L の測定の不確かさは，不確かさの累積の標準公式を用いて，寄与要素のそれぞれの寄与から計

算することが可能である。 

 

2
DUT

2
source

2
.instrA uuuu    ······················································ (G.1) 

ここで， 

uinstr. 機器による不確かさ 

usource 光源による不確かさ 

uDUT 被試験装置による不確かさ 

G.2.2 機器による不確かさ 

次の不確かさは，機器及び次のように計算された全不確かさから得てもよい。 

 

222222 222 uniflinDisplPDRTypeA.inst uuuuuu 
 
 ······················································ (G.2) 

ここで， 

uTypeA タイプ A の不確かさ 

uPDR 偏波依存反射による不確かさ 

uDispl ディスプレイの解像度による不確かさ 

ulin 検出器の直線性による不確かさ 

uunif 検出器の均一性による不確かさ 

G.2.3 光源による不確かさ 
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光源に関連する不確かさは，主に光源の安定性によるものであり，次のように計算される。 𝑢sourceଶ = 2𝑢stab.ଶ  ······················································ (G.3) 

ここで， 

usource 光源に関連する不確かさ 

ustab. 光源の安定性による不確かさ 

G.2.4 被試験装置による不確かさ 

被試験装置に関連する不確かさは，偏波依存損失，コネクタのかん（嵌）合損失，及び基準プロセスに

よる不確かさによるものであり，次のように計算される。 

 

2222 2 REFmatingPDLDUT uuuu    ······················································ (G.4) 

ここで， 

uDUT 被試験装置に関連付けられた不確かさ 

uPDL 偏光依存損失からの不確かさ 

umating コネクタのかん（嵌）合のばらつきによる不確かさ 

uREF 基準に関連付けられた不確かさ 

光ファイバを操作すると，コネクタの損失がランダムに変化する。 

このような変動の大きさは，代替コードの反復的な接続及び切断に関連する基準パワーP1,k の 10 以上

の反復測定を用いて推定することができる。次いで，不確かさ umanip の推定は，以下の計算プロセスによっ

て提供される。 

まず，パワー P の算術平均を計算する。 

 





n

k
P

n
P

1
k

1   ······················································ (G.5) 

次に，実験標準偏差を計算する。 

 

 
2/1

2

1
meanAtype 1

1
















 



m

i
i yy

m
s   ······················································ (G.6) 

ここで， 

P  基準パワーの算術平均 

Pk 基準パワーの測定値 

n 測定の回数 

不確かさ umanip は，平均の実験標準偏差である。 
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n
sr

Atype 
 

 ······················································ (G.7) 

先の試験手順を試験測定のステップ（図 B.2 参照）で繰り返し，測定構成における操作の不確かさを決

定する。 

G.2.5 単一光パワーメータによる不確かさ累積の例 

次の事例は，同じ光パワーメータが両方のパワーレベル測定に使用される場合に得られる結果の典型的

な例を示す。 
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表 G.2－単一の光パワーメータを用いた不確かさの累積の例 
不確かさの要素

光源の安定性 0.03 dB K=2
光源のコネクタの安定性 0.01 dB 最大

他の光源不安定性 0.005 dB 最大

パワーメータの直線性 0.04 dB K=2
パワーメータの偏波誤差 0.005 dB 最大

パワーメータの分解能 0.001 dB 最大

被試験装置の不確かさ P1 0.04 dB K=1
被試験装置の不確かさ P2 0.08 dB K=1

発生源 単位 分布

値

U  or a 除数 u i (u i  c i )
2

光源の安定性 dB 正規 6.932E-03 2.0000 3.466E-03 1.20E-05
光源のコネクタの安定性 dB 矩形 2.305E-03 1.7321 1.331E-03 1.77E-06
他の光源の不安定性 dB 矩形 1.152E-03 1.7321 6.651E-04 4.42E-07

合計 1.42E-05

発生源 単位 分布

値

U  or a 除数 u i (u i  c i )
2

パワーメータの直線性 dB 正規 9.253E-03 2.0000 4.626E-03 2.14E-05
パワーメータの偏波誤差 dB 矩形 1.152E-03 1.7321 6.651E-04 4.42E-07
パワーメータの分解能 dB 矩形 2.303E-04 1.7321 1.330E-04 1.77E-08

合計 2.19E-05

発生源 単位 分布

値

U  or a 除数 u i (u i  c i )
2

被試験装置の不確かさ P1 dB 正規 9.253E-03 1.0000 9.253E-03 8.56E-05
被試験装置の不確かさ P2 dB 正規 1.859E-02 1.0000 1.859E-02 3.46E-04

        合計 4.31E-04

合成標準不確かさ , u ( L ) 2.16E-02
拡張不確かさ , U = ku ( L ), with k =2 4.32E-02
拡張不確かさ, dB表示 0.18

 

G.2.6 2 台の光パワーメータを用いた不確かさの累積の例 

以下の例は，二つのパワーレベルを測定するために二つの異なる光パワーメータが使用される場合に得

られる結果の典型的な例を示す。 
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表 G.3－2 台の光パワーメータによる不確かさの累積の例 
不確かさの要素

光源の安定性 0.03 dB K=2
光源のコネクタの安定性 0.01 dB 最大
他の光源不安定性 0.005 dB 最大

パワーメータ A の直線性 0.04 dB K=2
パワーメータ A の不確かさ 0.2 dB K=2
パワーメータB の直線性 0.04 dB K=2
パワーメータ B の不確かさ 0.2 dB K=2
パワーメータの偏波誤差 0.005 dB 最大

パワーメータの分解能 0.001 dB 最大

被測定装置の不確かさ P1 0.04 dB K=1
被測定装置の不確かさ P2 0.08 dB K=1

発生源 単位 分布 値 除数 u i (u i  c i )
2

光源の安定性 dB 正規 6.932E-03 2.0000 3.466E-03 1.20E-05
光源のコネクタの安定性 dB 矩形 2.305E-03 1.7321 1.331E-03 1.77E-06
他の光源の不安定性 dB 矩形 1.152E-03 1.7321 6.651E-04 4.42E-07

合計 1.42E-05

発生源 単位 分布

値

U  or a 除数 u i (u i  c i )2

パワーメータ A の直線性 dB 正規 9.253E-03 2.0000 4.626E-03 2.14E-05
パワーメータ A の不確かさ dB 正規 4.713E-02 2.0000 2.356E-02 5.55E-04
パワーメータ B の直線性 dB 正規 9.253E-03 2.0000 4.626E-03 2.14E-05
パワーメータ B の不確かさ dB 正規 4.713E-02 2.0000 2.356E-02 5.55E-04
パワーメータの偏波誤差 dB 矩形 1.152E-03 1.7321 6.651E-04 4.42E-07
パワーメータの分解能 dB 矩形 2.303E-04 1.7321 1.330E-04 1.77E-08

合計 1.15E-03

発生源 単位 分布

値

U  or a 除数 u i (u i  c i )
2

被試験装置の不確かさ P1 dB 正規 9.253E-03 1.0000 9.253E-03 8.56E-05
被試験装置の不確かさ P2 dB 正規 1.859E-02 1.0000 1.859E-02 3.46E-04

合計 4.31E-04

合計標準不確かさ, u ( L ) 4.00E-02
拡張不確かさ, U = ku ( L ), with k =2 8.00E-02
拡張不確かさ, dB表示 0.33
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附属書 H 
（参考） 

OTDR 構成情報 

H.1 序論 

附属書 H では，OTDR 及びその構成について説明する。また，附属書 D の適用に役立つ追加図を提供す

る。OTDR の性能パラメータに関する詳細及び定義については，シングルモード OTDR の校正に関する

IEC_61746-1 を参照。 

OTDR は，試験中の光ファイバシステムの一端に短い光パルスを入力し，光ファイバの同じ端からの戻

り信号を遅延時間の関数として監視することによって動作する。 

この戻り信号は，次の二つのソースから発生する。 

a) 光ファイバ自体の内部からの散乱光。これは，石英の分子構造の微小な変動によってレイリー散

乱が起こり，光パルスのエネルギーの一部が全方向に散乱するためである。このうちのごく一部は元の方

向に散乱されるもので，“後方散乱”として知られている。 

b) インタフェースからの反射，及びシステムの長さに沿った離散的な点での屈折率の変化。これら

はフレネル反射として知られている。 

遅延時間の関数としての戻り信号パワーのグラフは，OTDR が処理しなければならない生データである。

通常，この生データは OTDR によって処理され，戻り信号のパワーが対数目盛でプロットされ，縦軸にデ

シベルの損失が示される。横軸では，試験中の光ファイバの群屈折率（実効屈折率）の数値を OTDR に与

えることによって，往復の遅延時間をシステムに沿った片道距離に変換する。 

この縦軸の損失と横軸との距離のグラフは，後方散乱トレースとして知られている。この後方散乱トレ

ースの分析によって，次を含む被試験ケーブル配線に関する多くの知見を得ることが可能である。 

－ 被試験リンク又はチャネルの総減衰量 

－ 被試験リンク又はチャネルの全光反射減衰量 

－ 被試験リンク又はチャネルの長さ［及び伝ぱ（播）遅延］ 

－ 被試験ケーブル配線内の光ファイバの減衰係数 

－ 接続減衰量（スプライス及びコネクタペア） 

－ コネクタペア及びメカニカルスプライスのような反射要素による反射減衰量（反射率） 

－ トレース上の要素間の距離情報 

しかしながら，被試験ケーブル配線の特性評価が成功するかどうかは，次を含む多くの要因に依存する。 

－ 使用する OTDR の光学性能 

－ OTDR の測定パラメータの正しい設定 

－ 適切な長さの入射側コード及び出射側コードを含む正しい測定構成 

－ 測定の良い練習－コネクタの清掃度合など 

－ 双方向測定（H.6 参照）の使用 
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H.2 OTDR の運用能力を定義する基本パラメータ 

H.2.1 ダイナミックレンジ 

大きな減衰量を測定する OTDR の能力を示すダイナミックレンジは，0 m 付近の最大後方散乱レベルと

雑音フロアとの間の差である。ダイナミックレンジは，レーザパルス幅が広くなると大きくなり，平均化

によって雑音が低下する。 

ダイナミックレンジの正式な定義については，JIS C 6185-2:2014 を参照。 

H.2.2 パルス幅 

パルス幅及びレーザピークパワーは，光ファイバ内に入射されるエネルギーレベルを規定する。これは，

戻ってくる散乱信号の量を決定する。パルス幅が増加するにつれて，ダイナミックレンジは増加するが，

デッドゾーンも増加する。 

H.2.3 平均化時間 

平均化期間は，多数のデータサンプルを合計して平均化する期間を定義する。最良の信号特性評価を行

うことが望ましいが，非常に長い平均化時間を要する。平均化時間に対する最大の利益は，平均化の最初

の 30 秒間に生じる。一般に，平均の数を 2 倍にするとダイナミックレンジは 0.75 dB 増加する。 

H.2.4 デッドゾーン 

光ファイバ内の後方散乱光から受信される非常に小さな信号レベルと，コネクタの反射界面でフレネル

反射から受信される比較的大きな信号レベルとの間には，数桁の大きさの違いがある。OTDR 内の検出器

がフレネル反射から回復して，後方散乱光レベルを再び測定できるようになるまでには，一定の時間がか

かる。この間，OTDR は，後方散乱信号レベル（例えば，スプライスによる損失量）の変動を測定するこ

とは不可能であり，したがって，反射に続く光ファイバの区間は，“デッドゾーン”と呼ばれる。 

このデッドゾーンの長さは，検出器の応答時間，フレネル反射の振幅，及びパルス幅によって決まるそ

の持続時間に依存する。 

ほとんどのアプリケーションにおいて，最も重要なデッドゾーンは減衰量デッドゾーンである。これは，

反射イベントの後，後方散乱レベルが後方散乱トレースに直線的に適合する一定の許容誤差（ΔF）内に戻

り，損失測定が可能になる距離のことである。減衰量デッドゾーンの完全な定義については，JIS C 6185-
2:2014 を参照。 

H.3 他のパラメータ 

H.3.1 屈折率 

屈折率は，水平目盛りの縮尺係数を設定するために使用される。これによって，故障位置特定及び減衰

係数の計算が可能となる。 

一般的に，屈折率は分からないが，光ファイバの長さは分かる。この場合，実際の屈折率を求めること

が可能である。 

屈折率が既知である場合は，これを使用しなければならない。そうでない場合は表 H.1 の値を使用する。 
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表 H.1－有効群屈折率値の例 

中心波長  1 310 nm 1 550 nm 1 625 nm 1 650 nm 

SMF（IEC B.1 公称シ

ングルモードファイ

バ）  

1.467 1.468 1.469 1.469 

 

B.1 以外のファイバタイプを使用し，正確な長さ測定が必要な場合は，適切な屈折率値についてファイ

バ製造業者に問い合わせることが望ましい。 

H.3.2 測定範囲 

測定範囲又は測定スパンは，OTDR タイムベースによってカバーされる距離である。測定範囲は，被試

験光ファイバの長さより大きく設定されなければならない。一部の OTDR では，反射の強いコネクタをも

つシステムを試験する場合，ゴースト効果を低減するために，測定範囲を被試験システムの長さの 2 倍よ

りも大きく設定することが望ましい場合があることに留意する。 

H.3.3 距離サンプリング 

距離サンプリング（又はサンプリング分解能）は，横軸の 2 点間の距離である。この間隔は，測定範囲

（例えば，データポイントの数は一定）に連動してもよい。 

調整可能である場合，サンプリング分解能は，リンクの全ての特徴が良好に決定されることを保証する

ために十分に小さい間隔に設定されることが望ましい。いずれの場合も，パルス幅の 10 分の 1 未満であ

る。生成されるデータファイルの大きさは，測定レンジをサンプリング分解能で割った値に比例すること

に留意する。 

H.4 他の測定構成 

H.4.1 一般事項 

H.4 では，附属書 D の一部ではない幾つかの特定の測定構成を報告する。 

H.4.2 マクロベンド減衰量測定 

図 H.1 は，ケーブル配線内のマクロベンドの適切な測定トレースを示す。マクロベンドの減衰量は，マ

クロベンドの両側の線形回帰を用いて測定される。減衰量は，曲げ位置の縦軸との二つの線形回帰の切片

における表示パワーレベルの差分によって与えられる。曲げ位置は，トレースの曲率変化の前であること

に留意する。 

シングルモードファイバでは，マクロベンドによる損失量は，より長い波長で増加することに留意され

たい。したがって，二つ以上の異なる波長でのトレースを比較すると，曲がりの存在を識別するのに役立

つ場合がある。 
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記号説明 

LC 入射側試験コード 
TC 出射側コード 
C 被試験ケーブル配線 
A スプライス減衰量 
S マクロベンド又はスプライス接続 

図 H.1－スプライス及びマクロベンド減衰量測定 

H.4.3 スプライス減衰量測定 

ケーブル配線内のマクロベンドについて前述したのと同じプロセスを使用する。 

H.4.4 高反射コネクタ又は短尺ケーブル配線の測定 

図 H.2 は，高反射コネクタを備えた敷設済みケーブル配線の測定を示す。入射側ケーブルにおける強い

反射によって，パルスの飽和及びすそ（裾）引きが発生する。すそ（裾）引きによって，減衰定数を測定

することが困難となる。 

これは，すそ（裾）引き信号のいかなる部分も使用しない測定試験手順に従うことがいかに重要である

かを示している。 

すそ（裾）引きは，コネクタが汚れていることを示す良い兆候であり，さらなる試験を行う前に清掃す

ることを推奨する。 
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A 
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LC 
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記号説明 
LC 入射側試験コード 
A 減衰量 
C 被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 

図 H.2－高反射コネクタのある場合の減衰量測定 

図 H.3 は，短尺ケーブル配線の測定を示す。リンクの長さは，減衰量デッドゾーンよりも短い。ケーブ

ル配線と接続とを別々に測定することはできないが（D.3.4 参照），全体の測定は可能である。 

これは，すそ（裾）引き信号のいかなる部分も使用しない測定試験手順に従うことがいかに重要である

かを再度示している。 
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記号 
LC 入射側試験コード 
C 被試験ケーブル配線 
TC 出射側コード 
A 減衰量 

図 H.3－短尺ケーブル配線の減衰量測定 

H.4.5 ゴースト 

図 H.4 は，高反射コネクタを備えた，敷設済みケーブル配線の測定と，その結果生じるゴーストとを示

す。OTDR ソフトウェアは，ゴーストを適切に識別することができ，そうでない場合には，光ファイバ上

の二つのイベント間の距離が複製されているときに，ゴーストを識別することが可能である。 
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記号 
LC 入射側試験コード 
L 入射側試験コードの長さ（複製） 
C 被試験ケーブル配線 
G ゴースト反射 
TC 出射側コード 

図 H.4－ゴーストを含む OTDR トレース 

H.5 測定法の詳細 

附属書 D に定義された測定法は，5 カーソル法とも呼ばれる。これは，五つのカーソル位置での読取り

が，測定を完了するために使用されることによる。 

図 H.5 は後方散乱トレース上のカーソルの位置を示している。C1 及び C2 は，入射側試験ケーブルにお

ける線形回帰の領域を定義する。C3 及び C4 は，出射側試験ケーブルにおける線形回帰の領域を定義する。

C5 は，測定された減衰の始まりを定義するように配置され，C6 は，測定された減衰の終わりを定義する

ように配置される。多くの場合，機器はイベントテーブルの一部としてこの減衰量を計算し表示する。 
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記号 
LC 入射側試験コード 
C 被試験ケーブル配線 
C1，C2，C3，C4 線形回帰定義のカーソル 
C5 減衰開始位置のカーソル 
C6 減衰終了位置のカーソル 
TC 出射側コード 
A 減衰量 

図 H.5－カーソル位置 

OTDR がカーソル間で線形回帰を適用するように設定されていることを確認する。この構成は，最小二

乗近似(LSA:least square approximation)とも呼ばれる。 

注記 なお，線形回帰設定(LSA)の代替として，一般に 2 点法と呼ばれるものがある。この構成は，一般

に，傾きの計算が後方散乱トレースの 2 点だけを使用して行われるので，大きな誤差につながり，

一方，LSA は，デッドゾーン効果に起因する雑音及び非線形応答の結果を低減する。 

H.6 双方向測定 

スプライス又は追加のコネクタを含むケーブル配線の場合，被試験ケーブル配線の両端から OTDR 試験

を行う。これによって，光ファイバ後方散乱特性の変動によるコンポーネントの減衰量測定のあらゆる不

正確さを，測定対象系の両端から取ったコンポーネントの減衰量測定を平均化することによって相殺して

もよい。 

双方向の平均化のための最初と最後との接続を正確に測定するために，入射側コード及び出射側コード

をそれらの初期測定位置に保つことが望ましい。したがって，最初の方向の入射側コードは，反対方向の

出射側コードとなる。これによって同一の光ファイバが確実に組み合わされ，試験コードとケーブル配線

との間のモードフィールドの不整合の影響を平均化することが可能である。 

個々の減衰量は，両端から記録された減衰量の和の半分として定義され，次式で与えられる。 
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 dB
2

eooe AA
A


   ······················································ (H.1) 

ここで， 

Aoe 原点から先端に向かって測定した減衰量 

Aeo 先端から原点に向かって測定した減衰量 

より詳細については，IEC TR 62316 も参照。 

H.7 OTDR 双方向トレース解析 

図 H.6 は，典型的な双方向 OTDR 表示を示す。全てのイベント位置が相関するように，一端からのトレ

ースが反転され，同じファイバの反対側からのトレース上に重ね合わされて示されている。イベントテー

ブルには，双方向平均した結果を示す。例えば，反対側から測定した場合に“見掛けの利得”（見掛け上の

負のスプライス損失）が存在するイベント 3 の反転トレース上に，高損失のスプライスがあることに留意

されたい。また，コネクタ（イベント 12）の損失は，順方向に測定するとはるかに小さくなり，双方向の

平均化されたコネクタ損失が大幅に減少することに留意する。 

 

 

図 H.6－双方向 OTDR トレース表示 
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図 H.7－双方向 OTDR トレース損失分析 

H.8 非推奨事項 

H.8.1 出射側コードのない測定 

出射側コードが欠落している場合，ケーブル配線の末端のコネクタの減衰量は考慮されない。また，減

衰量デッドゾーン（G.4.4 参照）については，ケーブル配線長が短い場合は測定できない。 

この種の測定は，損傷の前に試験されたケーブル配線の修理の認定に対してだけ許容される（OTDR 及

びケーブル配線の構成が修理の視覚化を可能にすることを前提としている。）。 

H.8.2 カーソル測定 

OTDR は，通常，二つのカーソル間の減衰だけでなく，位置及びパワーレベル位置を示す二つのカーソ

ルの間のアクセスは，簡単になっている。 

このような機能の使用は，LSA 機能が使用されず，測定位置が正しくない可能性があるので，認定には

推奨されない。 

しかし，そのような機能は，最適化プロセスにおいて役立つ場合がある。 
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附属書 I 
（参考） 

試験コード減衰量確認 

I.1 序論 

敷設済みケーブル配線の減衰量測定の有効性は，全ての LSPM 法で使用される試験コードの減衰量性能

に大きく依存する。敷設済みケーブル配線の正式な試験を開始する前に，試験コードの減衰量確認を実施

することが望ましい。コードは，例えば，毎日，又は，プラグ挿入回数が，典型的には数百回のかん（嵌）

合/脱着サイクルで定義されるかん（嵌）合耐久性仕様に記載された値に近づいた後に，それぞれのテスト

セッションの開始時に再確認されることが望ましい。 

試験コード減衰量性能確認は，試験コードの減衰量を測定すること，及び場合によっては，敷設済みケ

ーブル配線を測定する前に，許容可能な低減衰量性能を得るステップを実行することを伴う。最大許容減

衰量は，例えば，顧客試験要件，試験コードの製造業者が主張する仕様，又はケーブル規格など，幾つか

の方法によって設定してもよい。試験コードの許容基準を，ケーブル基準で許容される最低性能レベル（す

なわち，最大許容接続減衰量）以上のレベルに設定することは望ましくない。なぜならば，この許容値は，

典型的には 0.75 dB までであり，測定されたケーブル配線減衰量の不確かさに直接的に寄与するからであ

る。 

I.2 試験装置 

本文で定義されている光源，電源メータ及び試験コードが必要である。 

試験コードのプラグにかん（嵌）合するパワーメータ，すなわち，試験対象の敷設済みケーブル配線と

同じ形式のソケット又はアダプタを用意しなければならない。これには，次の二つの方法がある。 

a) パワーメータと互換性のあるソケットを使用する。 

b) ケーブル設備互換アダプタを一端にもち，パワーメータのソケットと互換性のあるプラグを他端にも

つ，半径 30 mm 未満の曲げのない短い（＜2 m）“バケットコード”をパワーメータに取り付ける。バ

ケットコード内の光ファイバは，被試験コードよりもコア径が大きく，開口数が大きいので，被試験

コードから実質的に全ての光を収集してもよい。 

I.3 試験手順 

I.3.1 一般事項 

確認手順は，試験法で使用するコードの本数及び種類によって異なる。互換性のあるソケットを備えた

パワーメータが図示されている。バケットコードの適応は示されていない。 

試験手順は，次の構成及び順序で示される。 

a) 1 コード法及び 2 コード法 

・ LC，SC，又は他のプラグ/アダプタ/プラグタイプなど，ピンなし及びプラグなし/ソケットコネク
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タ型の試験コードインタフェースには I.3.1 を使用する。 

・ MT-RJ などのピンあり/ピンなし，又は SG のプラグ/ソケット型の試験コードインタフェースには

I.3.2 を使用する。 

b) 3 コード法 

・ LC，SC，又は他のプラグ/アダプタ/プラグタイプなど，ピンなし及びプラグなし/ソケットコネク

タ型の試験コードインタフェースには I.3.3 を使用する。 

・ MT-RJ などのピンあり/ピンなし，又は SG のプラグ/ソケット型の試験コードインタフェースには

I.3.4 を使用する。 

試験手順の大部分は，コードを双方向に試験するように設計されたオプションのシーケンスを含む。こ

れらのオプションのステップが実行されるかどうかにかかわらず，試験コードシーケンスにおけるそれら

の方向及び順序を識別できるように，コードにラベル付けすることが推奨される。 

減衰量の式は，常用対数を用いてデシベルに変換されなければならないマイクロワット（μW）又はミ

リワット（mW）などの絶対線形単位で，パワーの読取りが行われることを前提としている。パワー読取り

が，ミリワットに対するデシベル（dBm）のような相対対数単位で行われる場合，減衰量は，基準値から

読み値を差し引くことによって決定される。例えば，基準値が-12 dBm で，読み値が-12.5 dBm である場合，

減衰量は（-12 dBm）-（-12.5 dBm）=0.5 dB である。 

いずれの試験手順においても，入射側コード TC1 と光源との間の接続が，例えば断線又は機械的応力に

よって妨害された場合，光源から結合されるパワー量は，通常，これらの妨害に敏感であるため，新しい

基準パワー値が得られなければならない。 

I.3.2 ピンなし及びプラグなし/ソケット型コネクタを使用する場合の 1 コード法及び 2 コード法の試験コ

ード確認 

試験手順は，次のとおりである。 

a) 図 I.1 に示すように，入射側コード TC1 で基準パワー測定値 P0 を取得する。 

b) 図 I.2 に示すように，TC1 とパワーメータとの間にアダプタ A1 とコード TC2 とを挿入し，P1 を記録

する。 

c) 減衰量を 10log（P0/P1）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグとアダプタ A1 とを清掃するか，必要に応じて TC1，TC2 及び A1 を交換してから作業

を続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

ステップ d），e）及び f）が推奨されるが，任意である。ステップ d），e）及び f）が実行されない場合，

コードは試験された向きでだけ使用しなければならない。より正確には，ステップ d）及び e）を実行する

ことで，TC2 がどの向きでも使用することができ，ステップ f）を実行することは，TC1 がどの向きでも

使用してもよい。 

d) TC2 をパワーメータ及びアダプタから外し，両端を交換し，アダプタとパワーメータとの間に再挿入

し，第 2 のパワーレベル P2 を記録する。 

e) 減衰量を 10log（P0/P2）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタ A1 を清掃するか，必要に応じて TC1，TC2 及び A1 を交換してから作業

を続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

f) TC1 のプラグが両端で同じ種類のものである場合，TC1 を光源及びアダプタから外し，両端を交換し，

ステップ a）～e）を繰り返し，上記のように新しい基準読取り値 P3 及びパワー読取り値 P4 及び P5 を
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得る。 

 

 

 

 

図 I.1－基準パワーレベル P0 の取得 

 

 

図 I.2－パワーレベル P1 の取得 

I.3.3 ピンあり/ピンなし又はプラグ/ソケット型のコネクタを使用した 1 コード法及び 2 コード法の試験

コード確認 

I.3.3.1 一般事項 

この試験手順は，一つは互換性のあるインタフェース用，もう一つは互換性のないインタフェース用の

二つの部分に分割される。I.3.3.2 の試験手順は，TC1 と TC2 とが相互に互換性のあるインタフェースを提

供する場合，例えば，一方のプラグがピンありで，他方のプラグがピンなしの場合，又は一方がプラグで

あり，他方がソケットである場合に適用される。I.3.3.3 の試験手順は，TC1 と TC2 とが相互に互換性のあ

るインタフェースを提供しない場合，例えば，両方のプラグがピンあり又はピンなしの場合，又は両方が

プラグ又はソケットである場合に適用される。 

I.3.3.2 互換性のあるインタフェース 

コードは，ピンあり又はプラグ/ソケットの配置によって方向性があると仮定されるため，この試験手順

は I.3.1 のものとは異なる。この仮定が適用されない場合，双方向試験コード確認が確立されるように，

I.3.1 の試験手順が推奨される。双方向の検証が可能な場合，ピンありプラグ及びピンなしプラグの両方に

対応できるパワーメータを含めなければならない。試験手順は，次のとおりである。 

a) 図 I.3 に示すように，入射側コード TC1 で基準パワー測定値 P0 を取得する。 

b) 図 1.4 に示すように， TC1 とパワーメータとの間にアダプタ A1 とコード TC2 とを挿入し，P1 を記録

する。アダプタ A1 の代わりに，プラグ/ソケット型接続用のソケットが使用される。 

c) 減衰量を 10log（P0/P1) (dB)と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。そうでない場合

は，プラグとアダプタ A1（又はソケット）とを清掃し，必要に応じて TC1，TC2 及び A1 を交換して

から続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 
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L PM P0 

TC1 
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図 I.3－基準パワーレベル P0の取得 

 

 

図 I.4－パワーレベル P1の取得 

I.3.3.3 互換性のないインタフェース 

ピンあり/ピンなし及びプラグ/ソケット型の接続の特定の構成では，被試験コード間に互換性のあるイ

ンタフェースを提供する第 3 のコードの導入を必要とする。この 3 コードの組合せの減衰量は，組み合わ

された減衰量が依然として単一のインタフェースの減衰量の判定基準を満たすように，十分に低くなけれ

ばならない。第 3 のコードを必要とする構成は，TC1 及び TC2 が両方ともピンあり又はピンなしの構成，

又は両方ともプラグ/ソケット型のプラグ又はソケットである構成を含む。試験手順は，次のとおりである。 

a) 図 I.5 に示すように，入射側コード TC1 で基準パワー測定値 P0 を取得する。 

b) 図 I.6 に示すように，TC1 とパワーメータとの間にアダプタ A1，A2，コード TC3 及びコード TC2 を

挿入し，P1 を記録する。プラグ/ソケット型の場合，アダプタは TC3 の両端のソケットに置き換えら

れる。 

c) 減衰量を 10log（P0/P1）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC1，TC2，TC3 及びアダプタ A1 及び

A2 を交換してから続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

ステップ d），e）及び f）が推奨されるが，任意である。ステップ d），e）及び f）が実行されない場合，

コードは試験された向きでだけ使用しなければならない。より正確には，ステップ d）及び e）を実行する

ことは，TC2 がいずれかの向きでも使用することができ，ステップ f）を実行することは，TC1 がどの向

きでも使用してよい。 

d) 許可する構成では，TC2 をパワーメータ及びアダプタから外し，両端を交換し，アダプタとパワーメ

ータとの間に再挿入し，第 2 のパワーレベル P2 を記録する。 

e) 減衰量を 10log（P0/P2）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC2，TC3 及びアダプタ A2 を交換し

てから続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

f) TC1 のプラグが両端で同じ種類の場合，TC1 を光源及びアダプタから切り離し，両端を交換し，ステ

ップ a）～c）を繰り返す。 
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図 I.5－基準パワーレベル P0の取得 

 

 

 

図 I.6－パワーの取得 

 

I.3.4 ピンなし及びプラグなし/ソケット型コネクタを使用した 3 コード法の試験コード確認 

試験手順は，次のとおりである。 

a) 図 I.7 に示すように，入射側コード TC1 で基準パワー測定値 P0 を取得する。 

b) 図 I.8 に示すように，TC1 とパワーメータの間にアダプタ A1 とコード TC2 とを挿入し，P1 を記録す

る。 

c) 減衰量を 10log（P0/P1）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグとアダプタ A1 とを清掃するか，必要に応じて TC1，TC2 及び A1 を交換してから作業

を続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

ステップ d，e）及び f）が推奨されるが，任意である。ステップ d），e）及び f）が実行されない場合，

コードは試験された向きでだけ使用しなければならない。より正確には，ステップ d）及び e）を実行する

ことは，TC2 がどの向きでも使用することができ，ステップ f）を実行することは，TC1 がどの向きでも

使用することができる。ステップ d），e）及び f）がスキップされる場合，P1 は，ステップ h）において基

準パワーレベル Pref となる。 

d) TC2 をパワーメータ及びアダプタから外し，両端を交換し，アダプタとパワーメータとの間に再挿入

し，第 2 のパワーレベル P2 を記録する。 

e) 減衰量を 10log（P0/P2）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグとアダプタ A1 とを清掃するか，必要に応じて TC1，TC2 及び A1 を交換してから作業

を続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。ステップ f）が実行されない場合，ステッ

プ h）において，P2 は新たな基準パワーレベル Pref となる。 

f) TC1 のプラグが両端で同じ種類の場合，TC1 を光源及びアダプタから外し，両端を交換し，ステップ

a）から e）を繰り返し，上記のように新しい基準読取り値 P3 及びパワー読取り値 P4 及び P5 を得て，

ステップ g）に進み，ステップ h）で P5 は新しい基準パワーレベル Pref になる。 

g) 図 I.9 に示すように A1 と TC2 との間に代替コード TC3 とアダプタ A2 とを挿入し，パワーレベル P6
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を記録する。 

h) 損失を 10log（Pref/ P6）（dB）と決定する。損失が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでなけ

れば，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC3 及び A2 を交換してから続ける。清

掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

i) TC3 をアダプタから切り離し，両端を交換し，再挿入し，パワーレベル P7 を記録する。 

j) 減衰量を 10log（Pref/P7）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC3 及びアダプタを交換してから続け

る。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

 

 

図 I.7－基準パワーレベル P0の取得 

 

 

 

図 I.8－パワーレベル P1の取得 

 

 

 

 

 
 

 

図 I.9－パワーレベル P6の取得 
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I.3.5 ピンあり/ピンなしコネクタ又はプラグ/ソケット型コネクタを使用した 3 コード法の試験コード確

認 

試験手順は，次のとおりである。 

a) 図 I.10 に示すように，入射側コード TC1 で基準パワー測定値 P0 を取得する。 

b) 図 I.11 に示すように，TC1 とパワーメータとの間にアダプタ A1，A2，代替コード TC3，コード TC2
を挿入し，P1 を記録する。プラグ/ソケット型の場合，アダプタはソケットに置き換えられる。 

c) 減衰量を 10log（P0/ P1）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC1，TC2，TC3 及びアダプタを交換

してから続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

d) TC3 のプラグが両端で同じタイプの場合，TC3 を外し，両端を交換し，再挿入し，パワーレベル P2 を

記録する。プラグが同じタイプでない場合，ステップ e）をスキップする。 

e) 減衰量を 10log（P0/P2）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC1，TC2，TC3 及びアダプタを交換

してから続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

注記 この場合のステップ c）及び e）の範囲は，通常，単一のインタフェースの許容範囲の 2 倍に設定

される。 

ステップ f），g）及び h）が推奨されるが，任意である。ステップ f），g）及び h）が実行されない場合，

TC1 及び TC2 は，それらのテストされた向きにおいてだけ使用しなければならない。より正確には，ステ

ップ f）及び g）を実行することは，TC2 がどの向きでも使用することができ，ステップ h）を実行するこ

とは，TC1 がどの向きでも使用することができる。 

f) 許可する構成では，TC2 をパワーメータ及びアダプタから外し，両端を交換し，アダプタとパワーメ

ータの間に再挿入し，パワーレベル P3 を記録する。 

g) 減衰量を 10log（P0/P3）（dB）と決定する。減衰量が許容範囲内にあることを確認する。もしそうでな

ければ，プラグ及びアダプタを清掃するか，又は必要に応じて TC2，TC3 及びアダプタ A2 を交換し

てから続ける。清掃又は交換の後，ステップ a）から繰り返す。 

h) TC1 のプラグが両端で同じ種類の場合，TC1 を光源及びアダプタから外し，両端を交換し，ステップ

a）～e）を繰り返す。 
 

 

図 I.10－基準パワーレベル P0の取得 
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図 I.11－パワーレベル P1の取得 
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附属書 J 
（参考） 

スペクトル減衰量測定 

J.1 試験法の適用 

敷設済みケーブル配線のスペクトル減衰量は，広い波長範囲にわたる波長の関数としてのケーブル配線

の減衰量の尺度である。附属書 A から附属書 D に規定される測定は，典型的には，いくつかの個別の波長

（例えば，長距離測定対象系の場合は 1 310 nm 及び 1 550 nm に加えて 1 625 nm）で行われるが，スペク

トル減衰量測定は，広い波長範囲（例えば，S，C 及び L バンド（1 450 nm から 1 625 nm）又は O，E，S，
C 及び L バンドをカバーする全波長範囲（1 260 nm から 1 625 nm）をカバーしても良い。 

これらの測定は，拡張波長動作が必要とされる場合（例えば，CWDM 測定対象系のように），又は敷設

済みケーブル配線のファイバのカテゴリを識別することが必要とされる場合（すなわち，OH ピークをも

つ又はもたないカテゴリであるかどうか）に有効である。特に，1 383 nm の E バンドの中心に位置する OH
ピーク付近のように，敷設済みケーブル配線の損失が著しく変化する波長範囲がある。このピークの高さ

及び幅を知ることは有用である。 

 例えば，波長可変レーザを使用して，多数の離散波長で減衰量測定を行うことができるが，通常，カバ

ーされる波長の領域は非常に小さく，附属書 A～附属書 D の原則を適用してもよい。 

この附属書は，この測定を実行するための広帯域光源及び光スペクトラムアナライザの使用に焦点を当

てる。 

J.2 試験装置 

J.2.1 広帯域光源 

広帯域光源は，対象となる波長範囲を網羅するのに十分なスペクトルパワー密度をもっていなければな

らない。これは，一つ又は複数の高出力 LED を使用して達成してもよい。これに代えて，又はこれに加え

て，ファイバ増幅器の増幅された自然放出光を，例えば，C バンドをカバーするために，使用してもよい。 

基準測定は入力スペクトルのパワーについて取得されるので，均一なスペクトルパワー密度についての

要求事項はない。 

光源の発光は，測定の持続期間中，安定でなければならない。 

J.2.2 光スペクトラムアナライザ 

光スペクトラムアナライザは，対象とする波長範囲にわたる波長に応じて出力を測定することができな

ければならず，これらの波長掃引を記憶し，処理することができなければならない。 

J.3 試験手順 

J.3.1 基準掃引 
・ 広帯域光源をケーブル配線構成に応じて適切な本数の試験コードで光スペクトラムアナライザに直接
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接続する（4.2 参照）。 

・ 広帯域光源をオンにし，出力が安定する時間を確保する。 

・ 対象とする波長範囲に渡った入力スペクトルにおけるパワーの基準掃引を行い，このパワーを波長に

応じて記録する：PRef (λ）（dB）。 

J.3.2 測定掃引 
・ 広帯域光源及び関連する試験コードを被試験ケーブル配線の一端に接続し，光スペクトラムアナライ

ザを適切な試験コードで被試験ケーブル配線の他端に接続する。 

・ 広帯域光源をオンにし，出力が安定する時間を確保する。 

・ 対象とする波長範囲に渡った出力スペクトルにおけるパワーの測定掃引を行い，このパワーを波長に

応じて記録する：PMeas (λ）（dBm）。 

J.4 計算 

試験におけるケーブル配線のスペクトル減衰量（L（λ））は，基準掃引から測定された掃引を減算する

ことによって，次式で得られる。 

 𝐿(𝜆)(dB)＝𝑃Ref(𝜆)(dBm) − 𝑃Meas (𝜆)(dBm)  ······················································ (J.1) 

そのような測定の結果は，対象とする特定の波長（例えば，ITU−T によって定義される CWDM 波長）

について表に提示されてもよく，又は図 J.1 に示されるようにグラフに提示されてもよく，C 及び L バン

ド（1 530 nm~1 625 nm）における低損失域を伴う OH ピークでの非常に高い損失を明確に示す。 

 

 

  

図 J.1－スペクトル減衰量測定の結果 
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